
令和２年度補正予算 小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞【公募要領】 

 

◆本補助金は、給付金ではありませんので、審査があり、不採択になる場合があります。

補助事業遂行の際には、自己負担が必要となり、原則後払いです。 

◆事業再開枠は単独では利用できません。 

（募集期間） ─ │⁸P.27 ╩╟ↄ↔ ↄ∞↕™⁹ 
 公募開始：    ２０２０年 ４月２８日（火） 
 申請受付開始 ： ２０２０年 ５月 １日（金） 
  第４回受付締切： ２０２０年１０月 ２日（金）[ 郵送：必着]  

（申請書類一式の提出先）β │ P.69 ╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

ₒ ─ ₓ〒１５１－８７９９ 代々木郵便局留め 

【コロナ型】日本商工会議所小規模事業者持続化補助金事務局 

β │ ─ ⌐₈◖꜡♫  ₉≤ ≈╟℮⌐⅔ ⅝ↄ∞↕™⁹ ≢─ │

↑ ↑╕∑╪  

β ─ │ ₁ ┼─ ≤⌂╡╕∆⁹ ┼─

≢│№╡╕∑╪⁹⌂⅔⁸ ┼─ ™ ╦∑│ ⌐ ╪≢ↄ∞↕™⁹  

ₒ ─ ₓ 

β ─ ⌐ ⇔≡│⁸ ◦☻♥ⱶ ◓ꜝfi♠ ⅜ ≢⅝╕∆⁹ 

 ◓ꜝfi♠╩ ∆╢⌐│ ⱦ☼ ⱪꜝ▬ⱶ▪◌►fi♩─ ⅜ ≢∆⁹▪◌►fi♩─ ⌐│  

╩ ⇔╕∆─≢⁸ ↔ ≢ ─ │⁸⅔ ╘⌐ ╩ ∫≡ↄ∞↕™⁹ ▪◌►fi♩│⁸  

─ ─ ╩ ↄ√╘⁸ ─ ⅝⌐⅔™≡╙ ™√∞↑╕∆⁹ 

β ◓ꜝfi♠≢│⁸ ™⌐╟╢ ─ │≢⅝╕∑╪⁹ 

（問い合わせ先：補助金事務局）  

●制度の説明や第４回（１０月２日（金）必着締め切り）の申請方法について 

０５７０－０７７０２５ 

ừ第 1 回・第 2 回・第 3 回に申請された方 

   ０３－６４４７－５４８５ 

ợ ─ ™ ╦∑─ │⁸9:30 12:00 13:00 17:30 ↄ ⁸ ≤⌂╡╕∆

⅔╟┘ ⱱכⱶⱭכ☺ ⇔╕∆ ╩↔ ™√∞⅝⁸∕─℮ⅎ≢↔

⌂ ⅜№╣┌⁸⅔ ™ ╦∑ↄ∞↕™ ⁹⌂⅔⁸ ─ ⌐≈™≡─⅔ ™ ╦∑⌐│⁸

∂⅛⌡╕∆⁹ 

ợ ─ ⅛╠ ⅜ ∆╢ │ ≤⌂╡╕⇔√⁹ ╩ ↕∏⁸ ≢

⅝╕∆⁹ 

（ご注意・ご連絡） 

ợ ⌐ ∆╢ ⅜ ≢∆ ─ ⌐≈™≡│⁸P.27 ╩↔ ↄ∞↕™ ⁹ 

ừ ─ ─ ⅜⁸ ─™∏╣⅛─ ⌐ ∆╢ ╩ ℮  

◘ⱪꜝ▬♅▼כfi─ ┼─   ⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ┼─  ♥꜠꞉כ◒ ─  

ợ ~ ─ ⌐ ⅎ≡⁸ ─ ╩ ℮ │⁸∕─ ╙ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 │⁸P51 й.₈ ⌐≈™≡₉╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

ợ ─ ≢ ╩ ╪≢™╢ ⌐≈™≡│⁸ ⁸ ה

⅜ ∆╢ ╩↔ ─℮ⅎ⁸ ┼ ↄ∞↕™⁹ ─ ⁸ ⌐

─ CD-R ─ ─ ╣⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 

ợ │⁸ ⱱכⱶⱭכ☺⅛╠♄►fi꜡⁹∆╕⅝≢♪כ 

URL https://r2.jizokukahojokin.info/corona/  
ợ ⌐╟╣┌⁸ ─ ╛ ─◖fi◘ꜟ♥▫fi◓╩ ℮ ⅜⁸  

 ┼─ ╩ ∆╢≤ ⇔⁸ ⌐⅛⅛╢ ≤ ⇔√ ─ ╩ ה  

⌐ ∆╢ ⅜ ⌐ ↕╣≡™╢≤─↓≤≢∆⁹ 

│⁸ ╠⅜ ─ ╩ ≈╘ ⇔⁸ ╩ ⇔√ ≢ ℮  

─ ╩ ∆╢╙─≢∆⁹ ─▪♪Ᵽ▬☻╩ ↑╢↓≤ │ ╡╕∑╪⅜⁸ ⌐ ╦⌂™  

│ ─ ≤⌂╡╕∑╪─≢↔ ↄ∞↕™⁹⌂⅔⁸ ≤ ↕╣╢ ⁸ ☿Ⱶ♫כ≤ ↕╣ 

╢ ╛ ⌐⅛⅛╢ ⌐ ⇔≡│ ≢∆⁹ 
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２０２０年７月 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 

日本商工会議所 
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◎小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞ 

 新型コロナウイルス感染症が事業環境に与える影響を乗り越えるために、具体的な対

策（サプライチェーンの毀損への対応、非対面型ビジネスモデルへの転換、テレワーク

環境の整備）に取り組む小規模事業者等（注１、注２、注３、注４）が経営計画を作

成し、その計画に沿って地道な販路開拓等に取り組む費用の２／３または３／４を

補助します。補助上限額：１００万円（注５）。 

 さらに、業種ごとのガイドラインに基づいた感染拡大防止の取組（事業再開枠）

を行う場合は、定額補助・上限５０万円を上乗せいたします。加えて、クラスター対

策が特に必要と考えられる業種（以下、「特例事業者」という）については、さらに

上限を５０万円上乗せが可能です。（コロナ特別対応型か事業再開枠か、自由に配分

可能です） 

 また、通年で受付を行い、複数回の受付締切を設けます。（注６） 

なお、令和元年度補正予算 小規模事業者持続化補助金＜一般型＞とは、制度等

に一部異なる点がございますので、ご注意ください。 

なお、第３回の申請から商工会議所が発行する様式３は任意となりました。 

 なお、応募およびその後の申請手続きにおいては、従来の郵送方式のほか、政府

が開発した統一的な補助金申請システム（名称：Ｊグランツ）による電子申請の利

用が可能となります。（注７） 

≤│⁸₈ ∕─ ─ ⌐ ∆╢ ╩ √╢ ≤⇔≡ 

╗ ה ╩ ╗ ⅔╟┘ ₉≢№ 

╡⁸ ∆╢ ─ ⅜ ☻ⱦכ◘ה ה  

╩ ↄ ⌐ ∆╢ ╩ √╢ ≤⇔≡ ╗ ⌐≈™≡│ ─ 

≢∆⁹ 

₈ ₉⌐│⁸ ה ה ╛⁸ ⌐╟╢ ─╖≢ 

№╢ │ ⇔╕∑╪⁹ 

─ ─╒⅛⁸ ╩ √∆ ╙  

≤⌂╡ ╕∆ │ ₈ ₉ ╩↔ ↄ∞↕™⁹  

ה ─ ⁸ ╩ ╦∏⁸ ≢∆⁹ 

. ₈ ─ ₉╩↔ ↄ∞↕™⁹ ≤⇔≡⁸ ─ ╡  

╖⅜ ≢∆⅜⁸ ─ ⅜ ⇔≡ ╡ ╗ ╙  

≢∆⁹∕─ ⌐│⁸ ⅜ ≤⌂╡╕∆ 

∆╢ ─ ⌐╟╡ ⌂╡⁸ ╩ ╖╕∆ ⁹√∞ 

⇔⁸ ─ │⁸ ™⌐╟╢ ╩↔ ™√∞↑╕∑╪⁹ 

─ ⁸│ꜟכꜙ☺◔☻ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

   2020 8 7     2020 10 2  

─ ⁸ ⁸ ™ ╩ ℮↓≤│≢⅝╕∑╪⁹ 
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※補助金の採否については、基礎審査（必要な提出書類がすべて提出されているか、公募要 

領に定めた各要件に合致しているか、など）のほか、経営計画の適切性などの観点から審 

査します。 

■補助上限額についての考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助率等の整理表 
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「重要説明事項」（申請にあたっての注意点） 

 ⌐ ╢ ╩ ─≤⅔╡↔ ™√⇔╕∆─≢⁸ ∏↔ ─℮

ⅎ⁸↔ ™√∞™√℮ⅎ≢─ ╩⅔ ™™√⇔╕∆⁹ 

１．本補助金事業の趣旨をご理解いただき、ご申請ください。 

│⁸ ╠⅜ ─ ╩ ≈╘ ⇔⁸ ╩ ⇔√ ≢ ℮ ─

╩ ∆╢╙─≢∆⁹ ⅜№╡ ⌐⌂╢ ⅜№╡╕∆ ≢│№╡╕∑╪ ⁹ ─▪♪Ᵽ▬

☻╩ ↑╢↓≤ │ ╡╕∑╪⅜⁸ ╠⅜ ⇔≡™╢╟℮⌂ ⅜ ╠╣⌂™ ⁸

─ ⌐ ╦⌂™ ≤ ⅎ╠╣⁸ ⌐ ╦╠∏ ─ ≤⌂╠⌂™↓≤⅜№╢─≢↔ ↄ∞↕™⁹ 

２．本補助金事業は、補助金適正化法に基づき実施されます。 

│⁸₈ ⌐ ╢ ─ ─ ⌐ ∆╢ ₉⌐ ≠⅝ ↕╣

╕∆⁹ ─ ⅜ ╦╣√ ⌐│⁸ ─ ה ⁸ ─ ─ ╛⁸

─ ╙⇔ↄ│ ─ ⌐ ∑╠╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ─ ה ⌐ ⇔≡│⁸ ─₈ ₉⌐⅔™≡⁸₈ ─ │ ≢№

╢₉ ╩ ™√∞⅝╕∆─≢⁸ ≤ ⌂╢ ≢─ ≤⌂╠⌂™╟℮⁸ ⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 

─ ⌐ ⅜№╢ ╛⁸ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⅜ ╠⅛⌂ ⁸ ⌐╟╢ ─╒⅛⁸

⁸ ╛ ╖ ─ ⅝ ─ ╩ ↑╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

３．「補助金交付決定通知書」の受領後でないと補助対象となる経費支出等はできません。

【注：今回の「コロナ特別対応型」では遡及適用あり】 

─ ⁸ ⅜ ↕╣╢≤⁸ ⅛╠ ⌐ ⇔⁸₈ ₉⅜ ↕╣⁸∕─ ⁸

─ ™ ≤⇔≡─ ─ ╩ ⌐ ╘╢₈ ₉⅜ ↕╣╕∆⁹

─ ≤⌂╢ ─ ה ה │⁸₈ ₉ ⅛╠ ≤⌂╢─⅜

⁸⇔∞√⁹∆≢ꜟכꜟ ─ ◖꜡♫ ⌐⅔™≡│⁸ ≤⇔≡⁸

⌐ ⇔√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹⌂⅔⁸ ⌐ ⇔√ │⁸

⌐ ⇔√ ⌐ ╡⁸ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ ⌐≈™≡│⁸

⌐ ⇔⁸ ⇔√╙─⌐ ∆╢ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

╕√⁸ │⁸ ⅜ ≢∆ ה ⌐╟╢ ™│ ⁹ ─

─√╘⁸ ╛ ─╖─ ╩ ⅝⁸ ⅝ ─ │ ™│ ≢∆⁹ 

√∞⇔⁸ ╕≢─ ™ ⌐≈™≡│⁸ ⁸ ╕≢↔ ↄ∞↕™⁹  

４．補助事業の内容等を変更する際には事前の承認が必要です。 

│⁸ ה ╩ ↑√ ≢ ™√∞ↄ╙─≢∆⅜⁸ ╩ ∆╢ ≢⁸

─ ╕√│ ─ ─ ╩ ∆╢ ⌂ ╩ ↄ ⌐│⁸ ─ ─ ⌐ ∫√

≢⁸№╠⅛∂╘ ה ⌐ ⁸ ─₈ ₉╩ ⇔⁸∕─ ╩ ↑⌂↑╣┌⌂╡╕

∑╪ ⌐╟∫≡│⁸ ⅜ ╘╠╣⌂™ ╙№╡╕∆ ⁹ 

⌂⅔⁸₈ ₉⌐╟╢ │⁸ ╘ ⌐ ─ ⌐ ╩ ⇔⁸₈ ₉⌐

⇔≡™╢↓≤⅜ ≤⌂╡╕∆─≢⁸™∏╣╙⁸ ⌐╟╡ ⌐ ⌐ ⅎ╢↓≤│

≢⅝╕∑╪⁹ 

５．補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書等の提出がないと、補

助金は受け取れません。【注：今回の「コロナ特別対応型」では概算払い制度あり】 

⁸ ╩ ↑√ ⌐ ─ ╩ ⇔≡™√∞⅝╕∆⁹ ─ │⁸

≢ ╡ ╪∞ ╩ ∆╢ ⅔╟┘ ─╦⅛╢ ╩⁸ ╘╠╣√ ╕

≢⌐ ⌐ ⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ 

╙⇔⁸ ╘╠╣√ ╕≢⌐⁸ ─ ⅜ ≢ ≢⅝⌂⅛∫√ ⌐│⁸

╩ ↑≡™≡╙⁸ ╩ ↑ ╣⌂ↄ⌂╡╕∆─≢⁸ ∏ ╩ ∫≡ↄ∞↕™⁹ 

√∞⇔⁸ ─ ◖꜡♫ ⌐⅔™≡│⁸ ≤⇔≡ ™⌐╟╢ ⅜ ╘╠╣≡⅔
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╡⁸ ↕╣╢ ─℮∟ ─ ╩ √∆ ⁸ ─ ⌐≈™≡ ⁸ ™⌐╟╢

─ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∆⁹ ╩ ↄ  

６．実際に受け取る補助金は「補助金交付決定通知書」に記載した交付金額より少なくな

る場合があります。 

╩ ↑≡╙⁸ ⅜ ─ ⌐⁸ ╩ √⇔≡™╢≤ ╘╠╣⌂™

⌐│⁸ ⇔≡ ⅜ ╦╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

╕√⁸ ─ ⌐⁸ ⌐ ⅜ ↕╣≡™╢↓≤⅜ ⇔√ ⌐│⁸

╩ ™≡ ╩ ∆╢╟℮ ⅛╠ ╩ ↑╕∆⁹ 

╕√⁸ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔√ ⁸ ⇔≡ ⅜ ╦╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

７．所定の取得財産等の目的外使用、譲渡、担保提供、廃棄等の処分には制限があります。 

⅝ ─ ─ ╛⁸ ►▼Ⱪ◘▬♩─ ⌐╟╢ ⁸ ⌐╟╢

─ │⁸₈ ₉⌐ ⇔⁸ ⅜ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ≢№∫≡╙⁸

─ ⌐⅔™≡ ≢─ ⁸ ⁸ ⁸ ⅜ ↕╣╕∆⁹ 

⌐ ╩ ∆╢ ⌐│⁸ ∏ ┼ ╩ ⇔⁸

╩ ↑√ ≢⌂↑╣┌ ≢⅝╕∑╪⁹ │⁸ ╩ ⇔√

⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅛╠ ↕╣╢ ─ ─√╘⁸ ⇔√ ─ ╕√│

⌐ ∆╢ ╩ ↕∑╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ╩ ∏⌐ ╩ ℮≤⁸₈

◖꜡♫  ₉ ⁸₈ ₉≤™℮⁹ ⌐╟╡ ה ─

≤⌂╡╕∆⁹ 

８．補助事業関係書類は事業終了後５年間保存しなければなりません。 

│⁸ ⌐ ∆╢ ⅔╟┘ ╩ ─ ─ ─ ∆╢ ─

⁸ ⁸ ╛ ─ ─ ╩ ∆╢ ⅛╠─

╘⅜№∫√ ⌐⁸™≈≢╙ ⌐ ∑╢╟℮ ⇔≡⅔⅛⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹↓─ ⌐⁸ ⌐╟

╢ ⅜ ↕╣╢ ╙№╡⁸ ╩ ↑√ ─ ≤⇔≡ ∂⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹╕√⁸

─ ⁸ ⌐⁸ ─ ─ ⅜⌂↕╣√ ⌐│ ╦⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ 

９．国が助成する他の制度と重複する事業は補助対象となりません。 

─ ⌐≈™≡⁸ ⅜ ─ ⅜⁸ ⅛╠ ↑√ ⌐╟╡ ∆╢ ╩ ╗ ∆╢

─ ⁸ ≤ ∆╢ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

10．個人情報の使用目的 

 ⌐ ↕╣√ │⁸ ⅔╟┘ ≤ ⇔╕∆⁹╕√⁸

─ ─√╘⌐ ⇔╕∆⁹ 

ᵑ ─ ⌂ ─√╘⌐ ⌂  

ᵒ ╩ ∆╢√╘─ ─ⱨ◊꜡כ▪♇ⱪ ╗  

ᵓ∕─ ─ ⌐ ⌂  

11．補助事業実施後の「事業効果等状況報告」のご提出等について 

│⁸ ⅛╠ ─ ⌐≈™≡⁸ ⌐ ╘╢₈ ₉

╩⁸ ⁸ ⅜ ∆╢ ╕≢⌐ ∏ ℮↓≤⅜ ≢∆⁹╕

√⁸↓─╒⅛⁸ ╩ ⇔≡ ╡ ╗ ╛∕─ ╩ ∆╢√╘─▪fi◔כ♩ ╩ ∆╢↓

≤⅜№╡╕∆─≢⁸∕─ ⌐│↔ ╩⅔ ™™√⇔╕∆⁹ 

↔ ™√∞™√ │⁸ ╩ ™⁸ ה ╩ ≢⅝⌂™ ≢ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

12．その他 

ה │⁸ ⁸ ╛►▼Ⱪ◘▬♩ ─ ⌐ ─⌂™ ⌐≈™≡│⁸

⅛╠─ ⌐ ℮╙─≤⇔╕∆⁹ 



7 

Ⅰ．計画書の様式  

●補助金申請に必要な提出書類はＰ. ８～２６です。 

 

●申請の締切など公募の詳細については、Ｐ. ２７以降をご覧ください。 

 

●このほか、必要な添付書類があります。「Ⅳ．応募時提出資料」（Ｐ．６９～７３）等をよく

ご確認のうえ、漏れの無いよう、十分にご注意ください。  
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      ⌐╟╢ ─  

       

  

  

  

─  
⅛╠  

 

 

   

 

 

─   

 

 

 

 

 

 

  

╩ ╗ ⅜₈ ─

₉≤ ℮ ─ ה

 

                     
                        

─  

( ⅛╣┌  

 
     

 ◖꜡♫ ⌐ ╢  

  

 ◖꜡♫ ─ ╩ ↑√™─≢⁸

─ ╩ ⅎ≡ ⇔╕∆⁹ 

 ─ │ ≢№╡⁸⅛≈⁸ │⁸ ─ ╩ ↑╢ ≤⇔

≡⁸ ⌐ ╘╢₈ ⌐ ∆╢ ₉⌐ →╢ ─™∏╣⌐╙ ⇔╕∑╪⁹

↓─ ⅜ ≢№╡⁸╕√│↓─ ⌐ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ ⅜ ╩ ╢↓≤⌐⌂∫≡╙⁸

│ ⇔ ≡╕∑╪⁹╕√⁸ ⌐№√∫≡│⁸ ⌐ ↕╣√₈ ₉ P.5 6

╩ ⇔⁸∕─ ╩ ⌐ ⇔≡™╕∆⁹ 

 

ה  

ה │ ≢ ≢│№╡╕∑╪⁹ 

ה ≢⅔ ⅛╡⇔⁸ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

ה β ™⌐╟╢ ╩ ∆╢ ─╖ 

               ≢⅔ ⅛╡⇔⁸ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

ừ∕─ ⁸ ה ⱷ⸗ꜞ  

ợ ╩ ↄ ─  

ה ⅔╟┘  

ợ ─  

ה ─ ⁸ ⁸ ה ╕√│  

╕√│  

⅜⌂™ │ ⅔╟┘ ╩ ⇔  

  ợ ─  

ה    ⅔╟┘  

ה    ╕√│  

ה     

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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⌐╟╢ ─  

       

  

  

              ₒβ ─╖╩ ⌐ ₓ 

  

─  
⅛╠  

 
 

   

 

 

─   

 

 

 

 

 

 

  

╩ ╗ ⅜₈ ─

₉≤ ℮ ─ ה

 

                    
                       

─  

( ⅛╣┌  

 
     

 ◖꜡♫ ⌐ ╢  

 

 ◖꜡♫ ─ ╩⁸

─ ≤ ≢ ↑√™─≢⁸ ─ ╩ ⅎ≡ ⇔╕∆⁹ 

 ─ │ ≢№╡⁸⅛≈⁸ ⅔╟┘ ─ │⁸™∏╣╙

─ ╩ ↑╢ ≤⇔≡⁸ ⌐ ╘╢₈ ⌐ ∆

╢ ₉⌐ →╢ ─™∏╣⌐╙ ⇔╕∑╪⁹↓─ ⅜ ≢№╡⁸╕√│↓─

⌐ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ ⅜ ╩ ╢↓≤⌐⌂∫≡╙⁸ │ ⇔ ≡╕∑╪⁹ 

╕√⁸ ⌐№√∫≡│⁸ ⌐ ↕╣√₈ ₉ P.5 6 ╩ ⇔⁸∕

─ ╩ ⌐ ⇔≡™╕∆⁹ 

 

ה  

ה │ ≢ ≢│№╡╕∑╪⁹ 

ה ≢⅔ ⅛╡⇔⁸ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

 

ừ∕─ ⁸ ה ⱷ⸗ꜞ  

 ợ ─ ╩ ↄ⁹ ⌐ ∆╢ ↔≤⌐  

ה ⅔╟┘  

ợ ─ ⌐ ∆╢ ↔≤⌐  

ה ─ ⁸ ⁸ ה ╕√│  

╕√│  

⅜⌂™ │ ⅔╟┘ ╩ ⇔  

 ợ ─ ⌐ ∆╢ ↔≤⌐  

ה    ⅔╟┘  

ה    ╕√│  

ה     

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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⌐╟╢ ─ │ ≢  

⌐╟╢  

ₒ ₓ         

  

─ ( ⅛╠

) 

 

   

 ─   

─ ( )   

  

ₒ ─   ₓ   

  

─ ( ⅛╠

) 

 

   

 ─   

─ ( )   

13   

  

  

√╢   【以下のいずれか一つを選択してください】 

①（   ）商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く） 

②（   ）サービス業のうち宿泊業・娯楽業 

③（   ）製造業その他 

④（   ）特定非営利活動法人（主たる業種の選択不要） 

∆╢  β 
 

∆╢ ⅜™⌂↑╣┌⁸₈ ₉≤ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

⅜ ─ ╩ ⅎ╢ │ ≢⅝╕∑╪⁹ 

β . 29─ ᵒ─ ∆╢ ─ ⅎ ╩↔ ─℮ⅎ⁸↔ ↄ∞↕™⁹⌂⅔⁸ ∆╢

⌐ ╘╢⅛ ⅛─ ⌐ ∫√ │⁸ ╕√│ ⌐↔ ™√∞↑╕∆⁹ 

＜第３～４回受付締切分に応募の場合のみ＞ 

 

─ ה ╩

↑⁸ ╩ ⇔≡™╢ ⇔√ ⅛ ⅛⁹ 

ᵑה ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸  

⌐ ⌡≡ ≢⅝╕∑╪⁹ 

  ᵒ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸  

⌐ ⌡≡ ≢⅝╕∑╪⁹ 

  ᵓ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸ ⌐ 

⌡≡ ≢⅝╕∑╪⁹ 

 

ẽ  

≢№╢ 

∆╢

│ ≢

⅝╕∑╪  

 

□補助事業

者でない 

< ≡─ ⅜ > 

 

₈  < >─ ה

 

ẽ ⇔≡™ 

 ╢ 

 

□実施して 

いない 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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╩ ↑⁸ ╩ ⇔≡™╢⅛ ⅛₉ 

ה ─ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸◖꜡♫  

─ ⌐ ⌡≡ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

ה ─ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸◖꜡♫  

─ ה ⌐ ⌡≡ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

ה ─ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸◖꜡♫  

─ ⌐ ⌡≡ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

< >─

╩⇔⌂↑╣┌

<◖꜡♫

>─ ╩

↑╢↓≤⅜≢⅝╕

∑╪  

＜全ての事業者が対象＞ 

 

≤⇔≡ ╡ ╗╙─⅜⁸₈ ╩∕∕╢⅔∕╣⅜№╢⁸╕√

│ ╩ ∆╢⅔∕╣⅜№╢₉ P.33 ⅛ ⅛⁹ 

 

ẽ ∆╢ 

∆╢ │

≢⅝╕∑╪  

 

□該当しな

い 

＜全ての事業者が対象＞ 

 

◖꜡♫►▬ꜟ☻ ─ ─ ╩ ™⁸ ─

╩ ∆╢⅛ ⅛⁹ 

βP51 й.₈ ⌐≈™≡₉╩↔ ─ ⁸ 8ה7ה6

╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

 

ẽ ∆╢ 

 

 

 

ẽ ⇔⌂

™ 

 

 

 

＜下記に該当する事業者が対象＞ 

 

⌐ ⇔⁸ ⅝ →╩ ∆╢⅛ ⅛⁹ 

⌂⅔⁸ ≡─ ⅜ ⇔⁸ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

─ ⅜ ≢⌂™⁸╕√│ ─ ⅜

─ ⅝ →╩ ⇔⌂™ │ ≢⅝╕∑╪⁹ 

 

β ∆╢ ─ ⌐♅▼♇◒╩ ↑⁸P74─ ∆╢●▬♪ꜝ▬

fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi╩ ⇔⁸●▬♪ꜝ▬fi ╩ ⇔≡

↕™⁹ 

 

ẽ ⌐ ⅜ ⅎ╠╣≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐

∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                            

 

ẽⱣכ 2 1 2 ⁸3 ⇔ↄ│ 11 ⌐ ⇔≡ ╩

⇔⁸ │ ─ ╩ ∫≡⅔╡⁸ ∆╢●▬

♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

ẽ◌ꜝ○◔ ⌐◌ꜝ○◔ ⅜№╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤

ⅎ╠╣╢  

ẽ ∆╢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ẽ ⇔⌂

™ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

ẽꜝ▬ⱩⱢ►☻ ⅜ ⅎ╠╣≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢

≤ ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

ẽ ╩ ℮ 2 1 1 ⌐ ⇔ ╩ ⇔≡

⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

⌐ ∆╢ ≢ ╩ ∆╢ ≢№╢⅛ ⅛⁹ 

β ⇔√●▬♪ꜝ▬fi╩ ⇔≡⅛╠ ⇔≡ ↕™⁹ 

 

β ⌐ ∆╢⅛ ⅛⌐≈™≡ ⌐ ∆╢ ⅜№╢↓≤⅜

⇔√ ⁸ ─ ╡ ⇔╛ ╩ ╘╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ẽ ∆╢ 

 

ẽ ⇔√ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ẽ ⇔⌂

™ 

ẽ ⇔≡

™⌂™ 

β ⅜ ↄ⁸ ⅜ ╡⌂™ │⁸ ◖Ⱨכ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ╕≢ ⅜  
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経営計画書 

名 称：           

＜応募者の概要＞ 

（フリガナ） 

名称（商号または屋号）※１ 

 

 

法人番号（13桁）※２              

自社ホームページのＵＲＬ 

（ホームページが無い場合は「なし」と記載） 
 

主たる業種 

【以下のいずれか一つを選択してください】 

①（   ）商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く） 

②（   ）サービス業のうち宿泊業・娯楽業 

③（   ）製造業その他 

④（   ）特定非営利活動法人（主たる業種の選択不要） 

常時使用する 

従業員数※３ 
 

∆╢ ⅜™⌂↑╣┌⁸₈ ₉≤ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

⅜ ─ ╩ ⅎ╢ │ ≢⅝╕∑╪⁹ 

資本金額 

（会社以外は記載不要） 
    

設立年月日（西暦） 

※４ 
     

連

絡

担

当

者 

（フリガナ） 

氏名 

 

 
役職  

住所 
ₔ      

 

電話番号  携帯電話番号  

FAX番号  E- mail アドレス  

ₒ ─ ₓ 

β  ─ ⌐│ ∆╢ ≢ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ⅛╠─ ─ ╛ ─ ─  

ꜟכⱷה │⁸ ≡₈ ₉ ≡⌐ ™╕∆⁹ ─ ╛ ─ ─ ⌐≈™≡⁸  

╩╙∫≡ ≢⅝╢ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ╕√│ │ ∏ ╩⅔ ™⇔╕∆⁹FAX -Eה mail  

▪♪꜠☻╙ ⇔≡ↄ∞↕™⁹  

β  ─ │⁸ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ │₈⌂⇔₉≤ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ⱴ▬♫fiⱣכ 12

│ ⇔⌂™≢ↄ∞↕™⁹ 

β  . 29─ ᵒ─ ∆╢ ─ ⅎ ╩↔ ─℮ⅎ⁸↔ ↄ∞↕™⁹⌂⅔⁸ ∆╢

⌐ ╘╢⅛ ⅛─ ⌐ ∫√ │⁸ ╕√│ ⌐↔ ™√∞↑╕∆⁹ 

β  ₈ ₉│⁸ ⌐ ⅛╠ ⁸ ⅛╠ ↕╣√ │⁸  

─ ─ ⅛╠ ⇔√ │⁸ ≤⇔≡─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 ≢ ⇔√₈ ₉⅜ ─ │⁸ ─╕╕≢ ™╕∑╪ ╕≢│ ∏ ⇔≡ↄ∞↕™ ⁹ 

 

＜第３～４回受付締切分に応募の場合のみ＞ 

 

─ ה ╩

↑⁸ ╩ ⇔≡™╢ ⇔√ ⅛ ⅛⁹ 

ᵑה ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸  

 

ẽ  

≢№╢ 

∆╢ │

≢⅝╕∑╪  

 

□ 補 助 事 業

者でない 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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⌐ ⌡≡ ≢⅝╕∑╪⁹ 

   ᵒ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸  

⌐ ⌡≡ ≢⅝╕∑╪⁹ 

   ᵓ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸  

⌐ ⌡≡ ≢⅝╕∑╪⁹ 

< ≡─ ⅜ > 

 

₈  < >─

ה ╩ ↑⁸ ╩ ⇔≡™╢⅛ ⅛₉ 

ה ─ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸◖꜡♫  

─ ⌐ ⌡≡ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

ה ─ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸◖꜡♫  

─ ה ⌐ ⌡≡ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

ה ─ ⌐ ⇔⁸ ה ╩ ↑√ │⁸◖꜡♫  

─ ⌐ ⌡≡ ╩ ↑╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

 

ẽ ⇔≡™ 

 ╢ 

< >─

╩⇔⌂↑╣┌

<◖꜡♫

>─ ╩

↑╢↓≤⅜≢⅝╕

∑╪  

 

□実施してい 

ない 

＜売上が前年同月比※２０％以上減少している事業者が対象＞ 

 

₈ ™⌐╟╢ ⁸ ─ ╩ ℮ ₉╩

∆╢⅛ ⅛⁹ 

 5 ╩ ⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

2 ⅜ ∆╢ ╩ ♩♇ⱨ♥▫Ⱡכ☿ ⌐ ⇔≡ 

⅛╠ ─ ╩ ↑≡™╢ │⁸ ◖Ⱨכ ≢ ⁹ 

3 ─ │⁸ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 β2020 2 ─ ─ יִ ≤⁸ ╩ ⁹⌂⅔⁸ 1 ─√╘  

≤─ ⅜≢⅝⌂™ │⁸ ∆╢ ─ ╕≢─ ─ ─ ∆╢  יִ

─ A ≤ ─ B ╕√│ ─ ─ יִ C  

─ ≤─ ⌐╟╡ ™√∞↑╕∆⁹√∞⇔⁸B╕√│ C⌐≈™≡│⁸2020 2  

≢№╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 

 

ẽ ∆╢ 

 

 

 

□希望しない 

＜全ての事業者が対象＞ 

 

≤⇔≡ ╡ ╗╙─⅜⁸₈ ╩∕∕╢⅔∕╣⅜№╢⁸╕√

│ ╩ ∆╢⅔∕╣⅜№╢₉ P.33 ⅛ ⅛⁹ 

 

ẽ ∆╢ 

∆╢ │

≢⅝╕∑╪  

 

□該当しない 

＜全ての事業者が対象＞ 

 

◖꜡♫►▬ꜟ☻ ─ ─ ╩ ™⁸ ─

╩ ∆╢⅛ ⅛⁹ 

βP51 й.₈ ⌐≈™≡₉╩↔ ─ ⁸ 8ה7ה6

╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

 

ẽ ∆╢ 

 

 

 

□希望しない 

 

 

 

＜下記に該当する事業者が対象＞ 

 

⌐ ⇔⁸ ⅝ →╩ ∆╢⅛ ⅛⁹ 

ẽ ∆╢ 

 

 

ẽ ⇔⌂™ 
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β ∆╢ ─ ⌐♅▼♇◒╩ ↑⁸P74─ ∆╢●▬♪ꜝ▬

fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi╩ ⇔⁸●▬♪ꜝ▬fi ╩ ⇔≡

↕™⁹ 

ẽ ⌐ ⅜ ⅎ╠╣≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐

∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                            

 

ẽⱣכ 2 1 2 ⁸3 ⇔ↄ│ 11 ⌐ ⇔ ╩

⇔⁸ │ ─ ╩ ∫≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪

ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

ẽ◌ꜝ○◔ ⌐◌ꜝ○◔ ⅜№╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤

ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

ẽꜝ▬ⱩⱢ►☻ ⅜ ⅎ╠╣≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢

≤ ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

ẽ ╩ ℮ 2 1 1 ⌐ ⇔ ╩ ⇔≡

⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

 ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ⅛╠ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╩  

                           

 

⌐ ∆╢ ≢ ╩ ∆╢ ≢№╢⅛ ⅛⁹ 

β ⇔√●▬♪ꜝ▬fi╩ ⇔≡⅛╠ ⇔≡ ↕™⁹ 

 

β ⌐ ∆╢⅛ ⅛⌐≈™≡ ⌐ ∆╢ ⅜№╢↓≤⅜

⇔√ ⁸ ─ ╡ ⇔╛ ╩ ╘╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ẽ ∆╢ 

ẽ ⇔√ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ẽ ⇔⌂™ 

ẽ ⇔≡™

⌂™ 
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＜計画の内容（新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるための取組）＞ 

１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるために１／６以上投資する類型（該当する類型を、

一つ以上選択） 

 □Ａ：サプライチェーンの毀損への対応 

 □Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換 

 □Ｃ：テレワーク環境の整備 

２．事業概要（自社の概要や市場動向、経営方針等を記載ください）（注１） 

 

 

 

 

 

３．新型コロナウイルス感染症による影響（売上減少等の状況について記載ください）（注２） 

 

 

 

 

 

４．今回の申請計画で取り組む事業名【必須記入】（30文字以内で記入すること） 

 

５．今回の申請計画で取り組む内容（注３） 

【計画内容】（上記 1～3 を踏まえて、販路開拓等の取組（Ａ、ＢまたはＣに関する取組を含む）を記載くだ

さい） 

 

 

 

 

 

６．新型コロナウイルス感染症を乗り越えるための取組の中で、本補助金が経営上にもた

らす効果 

 

 

 

 

 

β ─ ⌐№√∫≡│⁸ ⌐ ∂⁸ ≤ ⇔⁸ ה ╩ ⌂⅜╠ ╘╢↓≤⅜≢⅝╕∆⁹ 

β ⌐⁸₈ ₉⅔╟┘₈ ≢ ℮ ₉ ⅜ ↕╣╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

＜計画の内容１．～６．＞は、合計最大５枚までとします。 
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＜支出経費の明細等＞（注４）                      

計画の内容「１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるための１／６以上投資の類型」の選択

によって補助金交付申請額の補助率が異なります。以下該当する表のいずれかに記載ください。 

（単位：円） 

Ａ類型のみの申請の場合 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜・税込） 

補助対象経費のう

ち新型コロナウイ

ルス関連投資額※ 

     

     

     

（１）補助対象経費合計 ᵑ ᵒ 

（２）補助金交付申請額 （１）×補助率 2/3 以内（円未満切捨て） (a)   

（３）新型コロナウイルス関連投資の割合（％） 

（②／①）×１００％≧１／６（１６．７％） 

 

 

* ╩  

 
 

Ｂ・Ｃ類型単体、Ａ類型とＢ・Ｃを組み合わせて申請する場合 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜・税込） 

補助対象経費のう

ち新型コロナウイ

ルス関連投資額※ 

     

     

     

（１）補助対象経費合計 ᵑ ᵒ 

（２）補助金交付申請額 （１）×補助率 3/4 以内（円未満切捨て） (a)   

（３）新型コロナウイルス関連投資の割合（％） 

（②／①）×１００％≧１／６（１６．７％） 

 

 

* ╩  

 

β ⌐│⁸₈ᵑ ₉⅛╠₈ᵝ ₉╕≢─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ ה ⌐≈™≡│⁸ . 67╩ ─↓≤⁹ 

β ─ ⅜⁸₈◘ⱪꜝ▬♅▼כfi─ ┼─ ₉⁸₈ ⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ┼─ ₉⁸₈♥꜠꞉כ◒

─ ₉⌐ ∆╢ ≢№╢↓≤⅜ ≢∆⁹ 

β ─ │ ⁹ │ ⁹ │ P.51 ╩  
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＜補助対象経費の調達一覧＞（注４）  ＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※３)  （注４） 

区分 金額（円） 資金 

調達先 

 区分 金額（円） 資金 

調達先 

1. 自己資金   2- 1. 自己資金   

2. 持続化補助

金（※１） 

  2- 2. 金 融 機 関

からの借入金 

  

3. 金融機関か

らの借入金 

  2- 3. その他 

（概算払いによる即

時支給分含む） 

  

4. その他      

5. 合計額 

（※２） 

   

β  │⁸ ─ ≤ ↕∑╢↓≤⁹ 

β  │⁸ ─ ≤ ↕∑╢↓≤⁹ 

β  ⁸ ⅜ ⇔≡⅛╠─ ≤⌂╡╕∆─≢⁸∕─ ─ ─ ⌐≈™≡⁸↔ ↄ∞↕™⁹ 

ủ ⌐╟╢ ─ ─ ⌐≈™≡ 

─ ⁸ ≢ ╗ ╛ ╡ ╪≢™╢ ≢ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

─ ⁸ ≢─ ─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

─ ⁸ ─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

─ ⁸ │ ≢∆⅜⁸ ∏ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 
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＜計画の内容（新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるための取組）＞ 

１．共同で事業を実施する必要性  

 

 

 

 

 

 

２．共同事業における参画小規模事業者の役割・取組（全ての参画事業者について記載

し、体制図も記載すること）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

β ⌐⁸₈ ₉⅔╟┘₈ ≢ ℮ ₉ ⅜ ↕╣╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】（様式２－２） 
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＜個別の経費明細表＞※共同申請の場合は事業者ごとに、作成してください。 

【代表事業者名称：      】                    （単位：円） 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜） 

補助対象経費のうち新

型コロナウイルス関連

投資額※ 

     

     

補助対象経費小計額   

β ⌐│⁸₈ᵑ ₉⅛╠₈ᵝ ₉╕≢─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 

【参画事業者名称（１者目）：      】                        （単位：円） 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜） 

補助対象経費のうち新

型コロナウイルス関連

投資額※ 

     

     

補助対象経費小計額   

β ─ ≢№╣┌⁸ ⁸ ─ ╩ ⇔ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ⌐│⁸₈ᵑ ₉⅛╠₈ᵝ ₉╕≢─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ╕≢─ ⅜ ≢∆⁹ 
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＜経費明細総括表＞     

計画の内容「１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるための１／６以上投資する類型」

の選択によって補助金交付申請額の補助率が異なります。以下該当する表のいずれかに記載

ください。 

                      （単位：円） 

Ａ類型のみの場合 

事業者名 補助対象経費小計額 

（1） 

補助金交付申請額 
（1）×補助率 2/3 以内 
（円未満切捨て） 

補助対象経費のうち新型コ

ロナウイルス関連投資額※ 

代表事業者名称： 

 

   

参画事業者名称 

（１者目）： 

   

合 計 ᵑ ( a)  ᵒ 

新型コロナウイルス

関連投資の割合（％） 

（②／①）×１００％≧ 

１／６（１６．７％） 

  * ╩  

 

 

Ｂ・Ｃ類型単体、Ａ類型とＢ・Ｃを組み合わせて申請する場合 

事業者名 補助対象経費小計額 

（1） 

補助金交付申請額 
（1）×補助率 3/ 4 以内 
（円未満切捨て） 

補助対象経費のうち新型コ

ロナウイルス関連投資額※ 

代表事業者名称： 

 

   

参画事業者名称 

（１者目）： 

   

合 計 ᵑ ( a)  ᵒ 

新型コロナウイルス

関連投資の割合（％） 

（②／①）×１００％≧ 

１／６（１６．７％） 

  * ╩  

 

 

β ─ ⅜⁸₈◘ⱪꜝ▬♅▼כfi─ ┼─ ₉⁸₈ ⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ┼─ ₉⁸₈♥꜠꞉כ◒

─ ₉⌐ ∆╢ ≢№╢↓≤⅜ ≢∆⁹ 

β ─ ≢№╣┌⁸ ⁸ ─ ╩ ╛⇔ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ ─ ≤ ∆╢╟℮⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ⌐ ∆╢ ─ ─ │ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

₈ 5 ╩ ╗ × ─ ₉ ⁹√∞⇔⁸ ─ ⅜ ≡

─ │ ╗ ⁹ 

β ─ ─ ╕√│ ─ ⅜⁸ ─ ╩ ⅎ╢ ⁸ ─

│⁸ ≡─ ─ ⅜ ∂⌐⌂╢╟℮⌐⁸ ─ ⌐ ∂≡⁸ ⇔≡ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ⅜ ⇔≡ ╩ ⇔⁸ ─ ╩ ⇔≡ ↑╢↓≤╙ ≢ 
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∆⁹↓─ ⁸ ⌐ ∆╢ ╩⁸ ∆╢ ≡─ ─ ≢ ⇔⁸∕─ ⇔╩ ⌐ ⇔≡  

∆╢↓≤⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ │ P.33  

 

【代表事業者名称：       】 

 

＜補助対象経費の調達一覧＞        ＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※３)  

区分 金額（円） 資金 

調達先 

 区分 金額（円） 資金 

調達先 

1. 自己資金   2- 1. 自己資金   

2. 持続化補助

金（※１） 

  2- 2. 金 融 機 関

からの借入金 

  

3. 金融機関か

らの借入金 

  2- 3. その他   

4. その他      

5. 合計額 

（※２） 

   

 

【参画事業者名称（１者目）：    】 

 

＜補助対象経費の調達一覧＞        ＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※３)  

区分 金額（円） 資金 

調達先 

 区分 金額（円） 資金 

調達先 

1. 自己資金   2- 1. 自己資金   

2. 持続化補助

金（※１） 

  2- 2. 金 融 機 関

からの借入金 

  

3. 金融機関か

らの借入金 

  2- 3. その他   

4. その他      

5. 合計額 

（※２） 

   

β  │⁸ ₈ ₉≤ ↕∑╢↓≤⁹ 

β  │⁸ ₈ ₉≤ ↕∑╢↓≤⁹ 

β  ⁸ ⅜ ⇔≡⅛╠─ ≤⌂╡╕∆─≢⁸∕─ ─ ─ ⌐≈™≡⁸↔ ↄ∞↕™⁹ 

β  ─ │ ↔≤⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ─ ≢№╣┌⁸ ⁸ ─ ╩ ╛

⇔≡ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 
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⅜                            

│ ≢ ≢│№╡╕∑╪⁹  

       

 

  

  

 

♪כ◖  

                 

( ) ה  

 

 ◖꜡♫  

⌐ ╢   

 

 

 ⌐⅔↑╢ ┼─ ╩ ─ ⅜ ℮⌐ √╡⁸

⅜ ╩ ↑√ ⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩ ™╕∆⁹ 

 

 

 

─ ⌐ ╩  

 

        β ─ ⁸ ─ ╙↔ ↄ∞↕™⁹ 

  

 

 

 

 

 

 

 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用（任意）】 
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ה  

       

 

  

  

 

   

   

─ ה            

                   β ─ │ ≢ ─ ╛ ╩⅔ ™⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 ◖꜡♫ ─ ⌐ ≠⅝⁸

─ ⌐≈™≡⁸ ─≤⅔╡ ⇔╕∆⁹ 

⁸ ⁸ ─╖ ╣⌂ↄ↔ ↄ∞↕™ 

 

 

─ ⅔╟┘  

   ┘ ─≤⅔╡ 

┘ │⁸ ⅜ ∆╢ ╩ ∆╢↓≤⁹ ⁹ 

 

─ ⅔╟┘  

β          

β 2 2 18 ╕≢ ⇔≡ ╩ ⇔╟℮≤∆╢ │⁸∕─ ╩ ⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

       

 

 

   ┘ ─≤⅔╡ 

 

 

┘ ─≤⅔╡ 

 

⌐ ⇔≡ ∏╢ ⌐ ∆╢ ∆╢╙─⌐ủ  

 №╡  ⌂⇔ 

  

₈ №╡₉─ │ ⌐ ╩↔ ↄ∞↕™⁹ │ .  68 ⁹  

                         

 

─ ⌐ ∆╢ ∆╢╙─ ≈⌐ủ  

        

─ ⌐╟∫≡⁸ ─ ⅜ ⌂╡╕∆⁹ │ P.67 ⁹ 

⌐╟╢ ─ ⌐│⁸ ≤⌂╡╕∆─≢⁸ ≢∆⁹ 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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ה      

 

         

 

  

  

                       

   

─ ה         

 

  

◖꜡♫ ⌐ ╢  

 

◖꜡♫ ─ ⌐ ≠⅝⁸

╩ ─≤⅔╡ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

     

             

 

  × ─  

                    

 

ה   ─ 20 ⁸╙⇔ↄ│ 4 ─  

ה ─ ⅜ ↕╣√ ─Ɑכ☺─◖Ⱨכ 

 

⁸ ⁸♪כ◖ ⁸ ⁸ ─ ⁸ ⅔╟┘  

─ ◌♃◌♫  

 

  ─ ◌♃◌♫─ ╗ ⅜ ↕╣√ ─ ─Ɑכ☺─◖Ⱨכ╩ ∆╢↓≤⁹ 

振 込 先 金 融 機 関 名  

金融機関コード（４桁）  

支 店 名  

店  番  号（３桁）  

預 金 の 種 別  

口 座 番 号  

預金の名義( カタカナ)   

 

 

 

 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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ₒ ─◖Ⱨכ▬ⱷכ☺ₓ 

β ─7 ⅜ ≢⅝╢Ɑכ☺─◖Ⱨכ╩ ↄ∞↕™⁹ 

▬fi♃כⱠ♇♩Ᵽfi◐fi◓ ⁸ ─ ⅜⌂™ ╙ ≢∆⁹  
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 Ⅱ．本事業（コロナ特別対応型）について 

１．事業の目的 

 

 ⅔╟┘ ╩ √∆ ₈ ₉≤™

℮⁹⅜ ⌐╦√╡ ™≢ ∆╢ ⅝ ╛ ─ ⁸

→⁸▬fiⱲ▬☻ ⌐ ∆╢√╘⁸ ⅜ ╡ ╗ ─

─ ─ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ─ ╛ ╩ ⅎ╢ ─

≤ ╩ ╢↓≤╩ ≤⇔╕∆⁹ 

 │⁸ ⌂ ⌐ ↑√ ⌐ ≠ↄ⁸ ─ ⌂

─ √⌂ ┼─ ⌐ ↑√ ╡ ─ ╛ √⌂ ─ ⌐ ↑

√ ─ ה ⌐ ∆╢ ─ ╩ ∆╢╙─≢∆⁹ 

 ↕╠⌐⁸ ─ ⌐№√∫≡│⁸ ◖꜡♫►▬ꜟ☻ ⅜ ⌐ ⅎ╢ ╩

╡ ⅎ╢√╘⌐ ⅝⌂ ╩ ™⌂⅜╠ ⌐ ╡ ╗ ┼─ ⌂

╩ ╡╕∆⁹ ∑≡⁸ ⅜ ⌐ ↑⁸ ●▬♪ꜝ▬fi ⌐ ╠⇔≡ ╩

∆╢ ≢ ─ ╩ ℮ ⌐≈™≡ ™√⇔╕∆ ⁹

⌐≈™≡│⁸ . 51 ╩ ⇔≡ ↕™⁹ 

 

２．補助対象者 

 ─ │⁸ ─ ⅛╠ ⌐ →╢ ╩™∏╣╙ √∆ ⌐

∆╢ ╕√│ ─ ≢№╢↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

 ※「令和元年度補正予算 小規模事業者持続化補助金＜一般型＞」に応募し、採択・交付 

決定を受けて補助事業を実施している者も、補助事業を完了して実績報告を行い、補助 

金の額の確定を受けた者以外は応募可能ですが、採択された際は、いずれか一方しか補 

助金を受けることができません。この場合、本事業で補助事業を実施するためには、一 

般型公募事業における補助事業を取りやめる手続き（一般型公募事業の交付規程・様式 

第５「補助事業の中止（廃止）申請書」の提出）が必要となります（すでに支出している 

経費も含め、補助事業の取りやめの手続きにより、一般型公募事業での補助金の受け取 

りはできなくなります）。 

＊共同申請の参画事業者として一般型公募の採択等を受け、補助事業を実施している場 

合も含みます。 

 

（１）小規模事業者であること 

  ≢│⁸ ↔≤⌐ ≢ ≢№╢⅛ ⅛╩ ⇔≡

™╕∆⁹ 

☻ⱦכ◘ה ה ↄ  ∆╢ ─    

☻ⱦכ◘ ─℮∟ ה  ∆╢ ─   

∕─  ∆╢ ─   

 │⁸ ≢│⌂ↄ⁸ ╗ ─ ≤ ⅛╠ ⇔╕∆ ⌐ ∫≡

™╢ ─ ⁸╕√│ ⇔≡™╢ ⌐╟∫≡⁸ ╩ ⇔╕∆ ⁹ 

₈ ☻ⱦכ◘ה ₉≤│⁸₈ ⅛╠ ╣√ ╩ ∆╢ ⅜ ⇔√⸗ⱡ⌐
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╩≈↑╢↓≤⌂ↄ⁸∕─╕╕ ∆╢ ₉⁸₈ ה ─⌂™

─ ╩∕─ ≢ ∆╢ ─ ⅜⌂™ ╩ ∆╢ ₉─↓≤╩ ™╕∆⁹ 

≢ ⁸ ה ⇔√ ╩ ∆╢─│₈ ☻ⱦכ◘ה ₉≢│⌂ↄ₈  

∕─ ₉⌐  

 ₈ ה ₉│⁸₈ ╩ ∆╢ ╕√⁸∕─ ≢ ה ☻ⱦכ◘─

╩ ∑≡ ∆╢ ╙ ╕╣╢⁹ ₉₈ ⁸

∕─ ─ ⅔╟┘ ╩ ∆╢ ⁸⌂╠┘⌐↓╣⌐ ╩☻ⱦכ◘╢∆ ∆╢

₉─↓≤╩ ™╕∆⁹ 

₈ ₉≤│⁸₈ ≢ ─№╢⸗ⱡ ♁ⱨ♩►▼▪─╟℮⌂ ─ ╛ ─

╩ ╗ ╩ ∆╢ ⁸ ⅜ ⇔√⸗ⱡ⌐ ╩ ⇔√╡∆╢⌂≥⇔≡⁸ ⌂╢

╩ ∆╢ ─№╢ ╩ ∆╢ ₉─↓≤╩ ™╕∆⁹ 

₈ ☻ⱦכ◘ה ₉⁸₈ ה ₉⁸₈ ₉─ ⌐ ≡│╘╢↓≤⅜ ⇔™

⁸ ╛⁸ ⅜ ⌂╢ ─ ╩ ╪≢™╢⌂≥ ⅜ ⇔™ │⁸

₈∕─ ₉≤⇔≡⁸₈ ∕─ ₉─ ╩ ™╕∆⁹ 

 

（例：飲食店） 

 調理技能を用いて生産した料理をその場で提供するのみ 

→商業・サービス業 

 調理技能を用いて流通性のある弁当、総菜、お土産を作っている 

→製造業 

 

（例：本屋） 

 出版社・取次から仕入れた書籍をそのまま販売するのみ 

→商業・サービス業 

自社の知覚とノウハウをもとに、小説と小説内に登場する料理を提供する飲食店を掲載し 

た案内雑誌を「文字と舌で楽しみたいグルメセット」等と称して販売している 

→製造業（他者が生産したモノに新たな価値を付与している） 

 

ᵑ ─ │ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

≤⌂╡℮╢  ⌐⌂╠⌂™  

ה ⅔╟┘ ⌐ ∏╢  

⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⁸ ה

 

ה ≢№╢↓≤  

ה ─ ╩ √⇔√

β  

ה ⁸ ⁸  

ה ⌐╟╢ ─╖≢№╢  

─ ה ⌐≈™≡╙  

ה ─ ה ╩ ↄ  

ה ⁸  

ה ⁸  

ה ה  ה    

ה ה   

ה ≢ ⇔≡™⌂™ ⅎ┌⁸ 

⌐ ⌐ ╩ ⇔≡™≡╙⁸  

─ ⅜ ╟╡╙ ─ │  

ה    



29 

 β │⁸ ─ ╩ √∆ ⌐ ╡⁸ ≤⌂╡ ╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ╩ √∆ ─₈ ∆╢ ─ ₉─  

│₈∕─ ₉≤⇔≡⁸₈ ∕─ ₉─ ╩ ™╕∆⁹ 

     ─ ⌐ ↕╣╢ ╩ 

∫≡™╢↓≤ 

≢⌂™↓≤ 

 

  ᵒ ≢│⁸ ─ │₈ ∆╢ ₉⌐ ╘⌂™╙─≤⇔╕∆⁹ 

a). √∞⇔⁸ ≤─ │₈ ∆╢ ₉⌐ ╕╣╕∆⁹  

(b). ⅔╟┘ ─  

(c) ≢ ה ה ╕√│ ─  

   ╛ ⌐ ≠™≡ ה ⅜ ↕╣≡™╢  

( d). ─™∏╣⅛─ ⌐ ∆╢⁸Ɽכ♩♃▬ⱶ  

     ( d- 1) . ₁ ™ ╣╠╣╢ ⁸ ⅛ ─ ╩ ╘≡ ↕╣╢ ⁸╕√│  

⌐ ⅛ ─ ╩ ╘≡ ↕╣╢  

√∞⇔⁸ ─ ╩ ⅎ≡ ⅝ ⅝ ↕╣≡™╢ │₈ ∆╢ 

₉⌐ ╕╣╕∆⁹  

( d- 2). ⅜ ─ ⌐ ↕╣╢₈ ─ β ₉─  

⌐ ═≡ ™  

 

β ₈ ─ ₉⌐≈™≡ 

⌐⅔↑╢ ─ ≤│⁸ ⌐ ™⁸ ⌐⅔™≡ ─ 

≤ ↕╣╢ ≤⇔╕∆⁹ ─ ─ ╘⅜⌂™⁸  

╩ ≤⇔√ ╩ ↑╢ ≢№╢ ⁸ ⁸ ⌂≥╩  

⌐ ⇔≡ ∆╢↓≤⌐⌂╡╕∆⁹ 

ⅎ┌⁸ ⌐™╦╝╢ ─ ⅜™⌂™ ⁸ⱨꜟ♃▬ⱶ─  

⌂ ⅝ ╩⇔≡™╢ ⅜™╣┌⁸∕─ ⅜ ─ ≤⌂╡⁸∕ 

─ ╟╡ ⅜ ™ ╕√│ ─ ⅔╟┘ 

⅛ ─ ⅜⁸ ─ ─ ─ ≢№╢ │Ɽכ♩♃▬ 

ⱶ ≤⇔╕∆⁹ 

₈ d-2 Ɽכ♩♃▬ⱶ ₉⌐ ∆╢─│⁸₈ ─ ⅔╟┘ ⅛ 

─ ⅜ ─ ₉╙⇔ↄ│⁸₈ ─ ⅔╟┘ ⅛

─ ⅜ ─ ₉─ ⌐ ╡╕∆⁹ 

 

（２）商工会議所の管轄地域内で事業を営んでいること。 

   β ה ⁸ ╩ ╦∏⁸ ≢∆⁹ 

β ≢ ╩ ╪≢™╢ │⁸ ⁸ ─ ╩

≢╙ ∫≡⅔╡╕∆─≢⁸∕∟╠⌐ ↄ∞↕™⁹ 

 

（３）本事業への応募の前提として、①「サプライチェーンの毀損への対応」、「非対面型ビ

ジネスモデルへの転換」、「テレワーク環境の整備」のいずれか一つ以上の投資に取り組

むこと、②新型コロナウイルス感染症が事業環境に与える影響を乗り越え、持続的な経
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営に向けた経営計画を策定していること。（申請書に記載していただきます。） 

 

（４）この「令和２年度補正予算 小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞」また

は「令和元年度補正予算 小規模事業者持続化補助金<一般型>」において、受付締切

日の前１０か月以内に、先行する受付締切回で採択・交付決定を受けて、補助事業を

実施した（している）者でないこと（共同申請の参画事業者の場合も含みます）。 

 

（５）「別掲：反社会的勢力排除に関する誓約事項」の「記」以下のいずれにも該当しない者

であり、かつ、今後、補助事業の実施期間内・補助事業完了後も、該当しないことを誓

約すること。 

β │⁸₈ ₉─ ⌐⅔™≡ ™√∞ↄ↓≤╩ ─ ≤

∆╢≤≤╙⌐⁸ ⌐ ∑≡↔ ™√∞⅝⁸ ─ ⁸ ⌐ ∆╢

₈ ₉─↔ ╩╙∫≡⁸ ─ ⌐

⅔↑╢ ╩™√∞ↄ↓≤≤↕∑≡™√∞⅝╕∆⁹ 

別掲：反社会的勢力排除に関する誓約事項 

 

 ≢№╢ │ ⁸ ≢№╢ │ │⁸ ─ ─ ╩∆╢⌐№√∫≡⁸

╕√⁸ ─ ⅔╟┘ ⌐⅔™≡│⁸ ─™∏╣⌐╙ ⇔⌂™↓≤╩ ™√⇔

╕∆⁹↓─ ⅜ ≢№╡⁸╕√│↓─ ⌐ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ ⅜ ╩ ╢↓≤≤⌂∫≡

╙⁸ │ ⇔ ≡╕∑╪⁹ 

 

 

( ) ⌐╟╢ ⌂ ─ ⌐ ∆╢ ⁹ ₈  

₉≤™℮⁹ ⌐ ∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹  

( ) ⌐ ∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹  

( ) ─ ≤ ╩ ∆╢ ≢№∫≡⁸ ─ ╩ ⌐  

╩ ℮⅔∕╣⅜№╢╙─⁸╕√│ ╙⇔ↄ│ ⌐ ⇔ ⁸ ─ ╩  

℮⌂≥ ─ ╙⇔ↄ│ ⌐ ⇔⁸╙⇔ↄ│ ∆╢╙─╩™℮⁹ ∂⁹  

( ) ⅜ ⌐∕─ ⌐ ⇔≡™╢ ⁸ ╙⇔ↄ│  

⅜ ∆╢ ≢ ⌐ ╩ ℮ ─ ╙⇔ↄ│ ⌐ ⌐ ⇔╙⇔ 

ↄ│ ∆╢╙─⁸╕√│ ─ ⌐⅔™≡ ⌐ ╩ ⇔⁸ ─ ╙⇔ↄ│  

⌐ ⇔≡™╢ ╩™℮⁹  

( ) ∕─ ╩ ⌐ ⌂ ╩ ╘≡ ╩ ℮⅔∕╣⅜№╡⁸ 

─ ⌐ ╩ ⅎ╢ ╩™℮⁹  

( ) ╓℮◗꜡ ╙⇔ↄ│ ╩ ⇔⁸╕√│ ╓℮⇔≡⁸ ⌂ ╩  

╘≡ ╩ ℮⅔∕╣⅜№╡⁸ ─ ⌐ ╩ ⅎ╢ ╩™℮⁹  

( ) ≤─ ╩ ⌐⁸∕─ ╩ ™⁸╕√│ ≤ ⌂ ⅜╡ 

╩ ⇔⁸ ⌂ ─ ≤⌂∫≡™╢ ╕√│ ╩™℮⁹  

( ) ⌐ →╢ ≤ ─™∏╣⅛⌐ ∆╢ ⌐№╢  

▬ ⌐ →╢ ⅜ ─ ╕√│ ─ ╩ ⇔≡™╢≤ ╘╠╣╢↓≤ 

꜡ ⌐ →╢ ⅜ ─ ╕√│ ─ ⌐ ⌐ ⇔≡™╢≤ ╘╠╣╢↓≤ 

Ɫ ⁸ ╙⇔ↄ│ ─ ─ ╩ ╢ ╕√│ ⌐ ╩ ⅎ╢ ╩╙∫≡  
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⌐ →╢ ╩ ⇔√≤ ╘╠╣╢↓≤ 

♬ ⌐ →╢ ⌐ ╩ ⇔⁸╕√│ ╩ ∆╢⌂≥─ ╩⇔≡™╢≤ ╘╠╣╢ 

↓≤ 

ⱱ ∕─ ⌐ →╢ ≤ ╕√│ ⌐ ⌐ ⇔≡™╢ ⅜⁸ ⌐ ↕╣╢   

═⅝ ⌐№╢≤ ╘╠╣╢↓≤ 

 

３．補助対象事業 

 ≤⌂╢ │⁸ ─ ⅛╠ ⌐ →╢ ╩™∏╣╙ √∆ ≢№╢↓

≤≤⇔╕∆⁹⌂⅔⁸ ⌐╟╢ ─ ⌐│ ─ ╙ √∆ ≤⇔╕

∆⁹ 

 

（１）補助対象経費の６分の１以上が、以下のいずれかの要件に合致する投資であること。 

   Ａ：サプライチェーンの毀損への対応 

     ┼─ ╩ ∆╢√╘⌐ ⌂ ╛ ╩ ℮↓≤ 

   Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換 

ה      ☻ⱦכ◘≢ ∆╢√╘─ⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ┼ ∆╢√╘─  ה

◦☻♥ⱶ ╩ ℮↓≤ 

   Ｃ：テレワーク環境の整備 

     ⅜♥꜠꞉כ◒╩ ≢⅝╢╟℮⌂ ╩ ∆╢↓≤ 

     β ⌐⁸ ⌂ↄ≤╙ ⁸♥꜠꞉כ◒╩ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 

＜取組事例＞ 

∕╣∙╣─ ─ ─ │⁸P.33₈ ₉╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

₈o ◘ⱪꜝ▬♅▼כfi─ ┼─ ₉─ ▬ⱷכ☺ₓ 

ה ⅛╠─ ⅜ ≢№╢√╘⁸ ∆╢√╘─  

ה ─ ╩ ∆╢√╘─  

─♫꜡◖ה ⌐╟╡⁸ ╩ ∆╢√╘─  

ה ⅜ ⌐⌂∫√↓≤⌐ ™⁸ √⌂ ─ ⌐ ⅎ╢√╘─  

 

₈o ⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ┼─ ₉─ ▬ⱷכ☺ₓ 

ה ╩⇔≡™╢ ⅜⁸ √⌐ ⌐ ╡ ╗√╘─  

ה ╩☻ⱦכ◘≢ ⇔≡™╢ ⅜⁸ √⌐ ╩ ╩☻ⱦכ◘≡⇔  

 ∆╢√╘─  

ה ≢ ⇔≡™╢ ⅜⁸ ≢ ∆╢√╘─  

ה ≢꜠☺ ╩⇔≡™╢ ⅜⁸ ≢ ∆╢√╘─  

ה ה ─ ⌐ ∆╢√╘⌐ ℮◐ꜗ♇◦ꜙ꜠☻ ─  

╩כꜞⱣꜞ♦ה ∆╢√╘─ Ᵽ▬◒  

♩►▪◒▬♥ה ⱷ♬ꜙכ─  

╩♩►▪◒▬♥ה ℮√╘⌐ ⌂ⱱכⱶⱭכ☺─  

β ⌐ ─√╘─ⱱכⱶⱭכ☺ │⁸ ⌐⌂╡╕∑╪⁹ 

─☻ⱦכ◘♩►▪◒▬♥ה ─ ╩ ╢√╘─ⱳ☻♥▫fi◓ ♅ꜝ◦─  
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₈o ♥꜠꞉כ◒ ─ ₉─ ▬ⱷכ☺ₓ 

ה ◦☻♥ⱶ─  

─☻ⱦכ◘♪►ꜝ◒ה  

 

（２）策定した「経営計画」に基づいて実施する、地道な販路開拓等（生産性向上）のための

取組であること。 

₈ה ₉⌐≈™≡│⁸ ╩ ⌐⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

₈ ☻ⱦכ◘ ─ ─√╘─●▬♪ꜝ▬fi₉ ה 27  

URL http://www.meti.go.jp/policy/servicepolicy/service_guidelines.pdf  

 

 ①地道な販路開拓等（生産性向上）の取組について 

ה │⁸ ◖꜡♫►▬ꜟ☻ ─ ╩ ╡ ⅎ⁸ ⌂ ⌐ ↑

√ ⌐ ≠ↄ⁸ ─ ⌂ ╛ ─ ╩ ∆╢

╙─≢∆⁹ 

ה   ∆╢ ≤⇔≡ ≤∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ─ │⁸ ⌐ ╠∏

╙ ╗↓≤⅜≢⅝╢╙─≤⇔╕∆⁹╕√⁸ ↑⁸ ↑ ─™∏╣╙

≤⌂╡╕∆⁹ 

ה   ⇔√┌⅛╡─ ⅜ ℮⁸ ה ♩ⱪfi▬ⱬfiכ○─╘√─

─ ╙ ≤⌂╡╕∆⁹ 

ה   ─ ⁸ ⌡ ⌐ →⌐≈⌂⅜╢↓≤⅜ ╕╣╢

⌐ ─ ⅜ ╕╣╢ ≤⇔╕∆⁹ 

 

＜補助対象となり得る販路開拓等（生産性向上）の取組事例＞ 

∕╣∙╣─ ─ ─ │⁸P.33₈ ₉╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

ה ╩ ∆╢√╘─ ─  

ה √⌂ ♅ꜝ◦─ ⁸  

ה √⌂ ⱴ☻◖Ⱶ ≢─ ⁸►▼Ⱪ◘▬♩≢─  

ה √⌂ ─ ⁸  

♩♇Ⱡה ◦☻♥ⱶ─  

ה ─ ⁸ ┼─ ⁸ ┼─  

ה ─ ה  ─ ⌐№√∫≡ ⌂ ─  

ה √⌂ ♅ꜝ◦─ⱳ☻♥▫fi◓ ה ≢─ ▬ⱬfi♩─  

─◓Ⱪꜝfi♦▫fiה ⅛╠ ⌐ ↑√ ⁸  

ה ⌐≤╙⌂℮ ─  

ה ─ ꜠▬▪►♩ ⁸ ─ ╩ ╗⁹  

β₈ ─ ה ₉⌐ ∆╢╙─│ │ 42╩↔ ↄ∞↕™ ⁹ 

 

（３）必要に応じて、商工会議所・商工会の助言、指導、融資斡旋等の支援を受けながら取り

組む事業であること。 

 

（４）以下に該当する事業を行うものではないこと。 

ה   ─ ⌐≈™≡⁸ ⅜ ─ ⅜⁸ ⅛╠ ↑√ ⌐╟╡

http://www.meti.go.jp/policy/servicepolicy/service_guidelines.pdf
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∆╢ ╩ ╗ ∆╢ ─ ⁸ ≤ ∆╢  

β ≢│⁸ ─ ⌐≈™≡⁸ ⇔≡ ─ ─ ╩

↑ ╢↓≤│≢⅝╕∑╪⁹ ─ ╩ ⇔≡™╢⅛ ─ │⁸ ╩

↑ ╢↓≤⅜ ⅛⁸ ∏⁸ ─ ⌐⁸ ╘↔ ↄ∞↕™⁹ 

 ╕√⁸₈ ₉─ │⁸ ∞↑≢⌂ↄ ⌐╟╢ ╩  

╖⁸ ⇔≡ ╩ ↑ ╢↓≤│≢⅝╕∑╪⁹ 

ה   ─ ⁸ ⌡ ⌐ →⌐≈⌂⅜╢↓≤⅜ ╕╣⌂™  

    ╩ ⇔≡ ╩ ℮─╖≢№╡⁸ ─ ⅜ ─

╖⌐≈⌂⅜╠⌂™⁸ ↕╣≡™⌂™  

ה   ⅜ ╩∕∕╢⅔∕╣⅜№╢↓≤⁸╕√│ ─ ╙⇔ↄ│ ─ ╩ 

∆╢↓≤≤⌂╢⅔∕╣⅜№╢╙─⁸ ⌂ ╩ ℮↓≤⅜ ≢⌂™≤ ╘╠╣ 

╢╙─ 

    ⱴכ☺ꜗfi ◖Ɽ♅fiה כ♃ⱶ☿fiכ◕ה ⁸   

 

（５）複数事業者による共同申請の場合には、連携する全ての小規模事業者等が関与する事 

業であること。 

⅜⁸№╠⅛∂╘ ╘√ ⌐⇔√⅜∫≡ ╩ ™⁸  

⁸∕╣∙╣─ ⌐ ⇔≡ ∆═⅝ ─ ╩ ─℮ⅎ⁸ 

∕╣∙╣─ ⅛╠─ ╩ ↑≡ ╩ ∆╢─⅜ ⌂ ≢∆⁹ 

⁸ ─ ⌐⁸№╠⅛∂╘⁸ ⌐ ∆╢ ╩⁸ ∆╢ ≡─  

─ ≢ ⇔⁸∕─ ⇔╩ ⌐ ⇔≡ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸ 

⅜ ⇔≡ ─ ™╩ ™⁸ ⇔≡ ─ ╩  

↑╢↓≤⅜ ≢∆⁹ 

     ⌐ ╡ ╗═⅝ ᵑ ─ ה ⁸ᵒ ─  

⁸ᵓ ─ ⁸ᵔ ∆╢ ─  

 

４．補助対象経費 

 

（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たすものとなります。 

① 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

② 原則、交付決定日以降に発生し対象期間中に支払が完了した経費 

③ 証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

 

（２）補助対象となる経費について 

≤⌂╢ │⁸ ⌐⁸₈ ─ ₉╩ ⇔√↓≤⌐

∆╢ ─ ⌐ ╠╣╕∆⁹ ≤⇔≡⁸ ⌐ ╛ ⅝ ⇔⁸ ⅜

№∫≡╙⁸ ─ ⅜ ≢№╣┌⁸ │ ⌐≢⅝╕∑

╪⁹ ⌐ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔√ ╩⇔√≤™℮

⅜ ≤⌂╡╕∆⁹√∞⇔⁸ ─ ⌐⅔™≡│⁸ ≤⇔≡⁸

⌐ ⇔√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

ᵑ ╩ ⇔√╙──⁸ ╕≢⌐ ╩ ⇔≡

⌐ ⇔√ ─ ╩ ∫≡™⌂™
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╩ ⇔≡ ─ ╩ ∫√ ─ ⅜ ⌐ ™ ╙

╖╕∆⁹ ⁹ ⌐│⁸ ─ │ ─ ⌐≢⅝╕∑

╪⁹ 

     ᵒⱱכⱶⱭכ☺─ ╩⇔√╙──⁸ ╕≢⌐ⱱכⱶⱭכ☺╩ ⇔ 

≡ ─ ╩ ∫≡™⌂™ ╛⁸ ה ┼─ ╩ 

⇔⁸ ╩ ∫√╙──⁸ ╕≢⌐ ⇔√  ה

─ ⌐╟╢ ⅜↕╣⌂™ ╙⁸ │ ─ ⌐≢⅝╕ 

∑╪⁹ 

 

（３）経費の支払方法について 

─ │ ⅜ ≢∆⁹ ─ ─√╘⁸ 

╛ ─╖─ ☻ⱦכ◘─ ╩ ⅝⁸  

⅝ ─ │⁸ ™│ ╘╠╣╕∑╪⁹√∞⇔⁸ ─ ╕≢─ ⌐⁸ 

⅝ ─ ™ ╩ ∫≡™╢ │⁸ ⁸  

╕≢↔ ↄ∞↕™⁹  

ה ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ה ⌐╟╢ ™│ ≢∆⁹╕√⁸  

⅛╠ ┼ ─ ⅜ ≢⅝⌂™√╘⁸ ≤ ─  

⌐╟╢ │ ╘╠╣╕∑╪⁹ 

╢╟⌐♪כ◌♩♇☺꜠◒ │ ⌐ ⅝ ≤⇔⅜ ≢⅝╢ ─╖

╘╠╣╕∆⁹ ─ ⅝ ╡⅜ ≢╙⁸ ⅛╠─ ⅝ ≤⇔⅜

≢№╣┌⁸ ≤⌂╡╕∆⁹ ™⌐╟╡⁸ ⌐

⅜ ∑∏⁸ ⅜ ⌐ ⇔⌂™ ╙ ≢∆⁹ꜞⱲꜟⱦfi◓

™─ ╙⁸ ⌐ ─ ™⅜ ⇔⁸⅛≈⁸ ⌐

╟╢ ⅜⌂↕╣⌂™ ╡ ≢∆⁹  

│ ≢⅔ ™⇔╕∆⁹ הⱳfiכ◒ה ♪כ◌♩♇☺꜠◒ ⅛╠

↕╣√ ⱳ▬fi♩ה ה ⱪ꜠Ⱶ▪ⱶ ⅝ ╩ ╗ ─ │

╘╠╣╕∑╪⁹ 

⌂⅔⁸ ╛ ⅜⁸ ≢♪כ◌♩♇☺꜠◒─ ™╩ ℮ │₈ ™₉

≤⌂╡╕∆─≢⁸ᵑ ♪כ◌♩♇☺꜠◒─ ™ ꜟכꜟ─ ⌐ ⅝

≤⇔⅜ ≢⅝╢↓≤⅜ ⁸⅔╟┘⁸ᵒ ≤ ™ ─ ™

┼─ ≡ ⅎ ─ ™ ⅜ ⌐ ╦╣╢↓≤⁸─ ╩ √↕⌂↑╣

┌⌂╡╕∑╪⁹ 

   

（４）電子商取引等について 

▬fi♃כⱠ♇♩ ─ ⌐⅔™≡ ╩ ℮ ≢╙⁸ ᵓ─≤⅔

╡₈ ⌐╟∫≡ ⅜ ≢⅝╢ ₉─╖⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

⌐╟ↄ ⇔⁸ ≢ ╘╠╣╢⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ≤™∫√ ╣≢ ╩ ™⁸ ⌂ ─ ≤⌂╢ ╩

⇔√╙─ ╩ ה ה ⅜≢⅝╢↓≤╩ ⇔≡⅛╠ ╩⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

⌐ ╩ ∫≡™√≤⇔≡╙⁸ ─ ⌐╟╡⁸ ⇔√ ⅜

≢⅝╢ ╩ ≢⅝⌂™⁸ ≤⇔≡ ∆╢ ─ ⅜

∆╢ ⅜ ≢⅝⌂™⁸ ⅜ ≢⅝╢▬fi♃כⱠ♇♩ ⅜ ≢⅝⌂™ ─



35 

⌐│⁸ ⌐≢⅝╕∑╪⁹ 

╕√⁸™╦╝╢ ⱴⱠכ≢─ ™╩⇔╟℮≤∆╢ ≢╙⁸ ⅛╠─

≢№╢↓≤⌐ ⅎ⁸ ≤ ⁸ ≢ ╘╠╣╢⁸ ─ ─ ≤⌂╢

╩ ה ה ⅜≢⅝╢╙─≢№╢↓≤⅜ ≢∆⁹ 

 

（５）補助対象となる経費は次に掲げる経費であり、これ以外の経費は本事業の補助対象外 

となります。また、補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額の合計額とな 

ります。 

経費内容 

①機械装置等費、②広報費、③展示会等出展費、④旅費、⑤開発費、⑥資料購入費、⑦雑

役務費、⑧借料、⑨専門家謝金、⑩専門家旅費、⑪設備処分費、⑫委託費、⑬外注費 

 

【各費目の説明】 

 

①機械装置等費 

事業の遂行に必要な機械装置等の購入に要する経費 

 

ה ╩ ∆╢⌐№√∫≡ ⌂ ─ ⌐ ∆╢ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ ─ │  

≤⌂╡╕∑╪⁹ 

₈ה ₉ ⌐ ╘╢₈ ₉⅔╟┘ ⌐

╘╢₈ ₉ ─℮∟⁸₈ ─ ⌐ ∆╢

₉─₈ ┘ ₉ ⌐ ∆╢╙─ Ⱪꜟ♪⁸כ◙כⱤ꞉כ

◦ꜛⱬꜟ∕─ ─ ≤ ה ⌐כ◌fi♅♇◐ה

≈™≡─╖⁸↓─ᵑ ≢─ ⅜ ≢∆⁹ 

ה ⅜№╡ ⌐⌂╡ ╢╙─ Ɽ♁◖fiה♃Ⱪ꜠♇♩ ⅔╟┘  

Ɫה◒☻▫♦♪כ ה WEBהכⱣכ◘ה ◌ⱷꜝהⱫ♇♪☿♇♩ה▬ꜘⱱ

fiכ♃כꜟהכ♫ꜗ◐☻הכ♃♬⸗ה ⁸♥꜠ⱦה○☺ꜝה ─ │

≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ⅜ ╩ ⅎ╢♁ⱨ♩►▼▪ ╩ ∆╢ │⁸ ─ ⌐

╟╡ ↕╣√ ─╖≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ∆╢ ─ ╩ ⅝⁸ ≤⇔≡ ╘╠╣╢ ─ │№╡

╕∑╪⅜⁸ ⅝ ─ ─ │₈ ₉⌐ ⇔⁸

⅜ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ≢№∫≡╙⁸ ─ │ ⅛╠

⌐⅔™≡ ≢─ ⁸ ⁸ ⁸ ⅜ ↕╣╢

↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

⌐ ╩ ∆╢ ⌐│⁸ ∏

┼ ╩ ⇔⁸ ╩ ↑√ ≢⌂↑╣┌ ≢⅝╕∑╪⁹

│⁸ ╩ ⇔√ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅛╠

↕╣╢ ─ ─√╘⁸ ⇔√ ─ ╕√│ ⌐ ∆╢ ╩ ↕

∑╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ╩ ∏⌐ ╩ ℮≤⁸ ⌐╟╡ ה

─ ≤⌂╡╕∆⁹ 
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β ─ ⌐≈™≡ 

 ủ ─ │⁸ ─╙≤⁸ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

 ủ ─ ⅜ ≤⇔≡ ╘╠╣╢ │⁸ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

  ᵑ ⅜ ⅝ ─╙─≢№╢↓≤ 

   ⅜ ⅝ ─ ╩ ⅝ ⌐⌂╢╟℮ 

⌐ ⇔≡ ∆╢ │⁸∕─ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

ᵒ ─ ⌐│⁸ ─ ╩ ∆√╘⁸ ─  

⅛╠─ fiꜛ◦◒כ○⁸╛ ▬fi♃כⱠ♇♩○כ◒◦ꜛfi╩ ╖╕∆ ⌐ 

╟╢ │ ⅛╠ ⌐≈™≡─ ⅛╠ ⁸ ╩ ∆ 

╢↓≤ 

─ │ ─ ─╖ ╡⅜ ≢∆⅜⁸ 

─ │⁸ ⌐ ╦╠∏⁸∆═≡⁸ ╡⅜ ≢∆⁹ 

─ ⌐⁸↓╣╠ ─ ╩ ∏ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ─ 

⌐╟╢ ≢─ │⁸ ─ │⁸ ≤⇔≡ ╘╠╣╕ 

∑╪  

  ᵓ ⇔√ ─ ╛ ⌐⅛⅛╢ │⁸ ≤⇔≡ ╘╠╣╕ 

∑╪⁹╕√⁸ ─ ╛ ⌐╟╡ ─ ╡ ╖┼─ ⅜≢⅝ 

⌂⅛∫√ ⌐│⁸ ─ ⌐≢⅝╕∑╪─≢↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

ₒ ≤⌂╢ ₓ 

ה ╣ ─ ─√╘─ ↑ ⁸▪▼♅כⱬⱦה ╛

☻Ɑכ☻ ⁸☻כ◔כꜛ◦─╘√─ ─√╘─ הⱩfiכ○ה ⁸

☻ⱦכ◘⌂√ ─√╘─ ה ⱪꜞfi♃⁸כ ⱪꜞfi♃כ ╗ ⁸

─√╘─ ♁ⱨ♩►▼▪ ─ ™ ─√╘─

♁ⱨ♩⁸ ⌐ ≡╢ ♁ⱨ♩ ⁸ ─℮∟⁸ᵑ₈

─ ⌐ ∆╢ ₉─₈ ┘ ₉ ⌐

∆╢╙─ Ⱪꜟ♪⁸כ◙כⱤ꞉כ◦ꜛⱬꜟ∕─ ─ ⁸ᵒ

 

 

ₒ ≤⌂╠⌂™ ₓ 

₈ ─ ⌐ ∆╢ ₉ 

─₈ ┘ ₉ ≤ ⌐ ∆╢╙─╩ ↄ ⁸ ה ─

─ הⱤ♁◖fiה ⱪꜞfi♃הכ ♩♇꜠Ⱪ♃ה WEBה ◌ⱷꜝה►

▼▪ꜝⱩꜟ ה ה ⅔╟┘ ♁ⱨ♩►▼▪ ↓╣╠─ │ ≡

⅜ ™╙─≤⇔≡ ≤⌂╡╕∆⁹⁸ ה ⌐ ╦╠∏ ⌐ ⇔≡™╢♁ⱨ♩►

▼▪─ ⁸ №╢ ╩ ≤⇔≡ ה ∆╢ ⅜ ℮

─ ה ╣ ♦⸗ ה ≤∆╢ ≢╙ ⁸ ⌂╢ ⅎ ≢№∫≡ √

⌂ ⌐≈⌂⅜╠⌂™ ⁸ ™ ─ ה ⌐

∆╢╙─╩ ↄ ⁸ ⁸  
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ₒ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ₓ 

─כ◌fi♅♇◐ה Ҝ  

⌐כ◌fi♅♇◐ה ∆╢√╘─ Ҝ ⌐ ╩ ⅎ⁸ ╩

∆╢↓≤  

β ⌐⁸ ≤⇔≡₈◐♇♅fi◌₉כ⌐ ⇔ ╩ ∆╢↓≤⅜

⁹ 

β ◐♇♅fi◌כ⌐ ∆╢≈╙╡≢№╡⁸ ╙ ⇔≡™√⅜⁸ ⌐╛

╠⌂⅛∫√⁹Ҝ ⌐⌂╠⌂™ 

β ⌐⁸ ∏ ≢ ─ ╩ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

ה ╩◐♇♅fi◌כ⌐ ∆╢√╘─ Ҝ ᵝ  

 

②広報費 

  パンフレット・ポスター・チラシ等を作成するため、および広報媒体等を活用するた

めに支払われる経費 

 

ה ⌐ ≠ↄ ─☻ⱦכ◘ה ╩ ≤⇔√╙─⅜ ≢№╡⁸ ⌂╢ 

─ ╛ ⌐ ↕╣╢ │⁸ ≤⌂╡╕∑╪⁹  ☻ⱦכ◘ה

─ ╙ ╙ ↕╣≡™⌂™╙─│ ≤⌂╡╕∑╪⁹  

◦ꜝ♅ה ─ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ╙⇔ↄ│ ⇔√ ─╖⅜

≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ─ ⌐ ╢ ─╖ ⌐≢⅝╕∆⁹ ⌐

╩⇔≡™≡╙⁸ ⌐ ⅜⌂↕╣╢ ⅜ ↕╣ ⌐ ↕╣╢ ─⅜

≤⌂╢ ⌐│ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ⅎ┌⁸ ►▼Ⱪ◘▬♩╩ ⅝ ─ ≢ ∆╢ ⁸ ►▼

Ⱪ◘▬♩│₈ ₉⌐ ⇔⁸ ⅜ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ≢№

∫≡╙⁸ ─ │ ⅛╠ ⌐⅔™≡ ≢─ ⁸

⁸ ⁸ ⅜ ↕╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ⌐ ╩

∆╢ ⌐│⁸ ∏ ┼ ╩ ⇔⁸ ╩ ↑√

≢⌂↑╣┌ ≢⅝╕∑╪⁹ │⁸ ╩ ⇔

√ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅛╠ ↕╣╢ ─ ─√╘⁸

⇔√ ─ ╕√│ ⌐ ∆╢ ╩ ↕∑╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ╩ ∏

⌐ ╩ ℮≤⁸ ⌐╟╡ ה ─ ≤⌂╡╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ─ ╩ ↑√ ─ ╩ ∆╢√╘⌐ ⌂ⱱכⱶⱭכ☺─ 

╛ │⁸ ┼─ ⅜ ≤ 

⌂╢₈ ₉⌐│ ⇔╕∑╪⁹ 

 

ₒ ≤⌂╢ ₓ 

EC ◘▬♩ ╛ ◦☻♥ⱶ ─√╘─►▼Ⱪ◘▬♩ ╛ ה◦ꜝ♅⁸ ◌ה

♃꜡◓─ ╛ ⁸ ה ♩♇Ⱡכ♃fi▬ה ⁸ ה ⁸

≤ ⌐ ⌂╢╙─≢№╢ ─╖ ⁸ ─☻ⱦכ◘ה ⅜ ↕╣≡™

╢ ─╖  

ₒ ≤⌂╠⌂™ ₓ 
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≤ ∂╙─╩ ≤⇔≡ ™╢ ⁸ ─☻ⱦכ◘ה

─ ⅜⌂™ ⁸ ⁸ ─☻ⱦכ◘ה ╩ ≤⇔⌂™ ה Ɽ

fiⱨ꜠♇♩─ ה ⌂╢ ─ ⌐ ↕╣╢╙─≤⇔≡ ⁸

─ ─ ה◦ꜝ♅ה ╩ ≢ ∆╢ ─ ≢╙⁸Ɑfi

⁸◒ꜞ▪ⱨ□▬ꜟ⁸ ◒fi▬ה ה ─ │ ≢∆⁹ │ P.43╩ ↄ

∞↕™⁹⁸ ה ⁸♅ꜝ◦ ─℮∟ ה ⁸ ─ ─

╛ ─ ⁸ⱨꜝfi♅ꜗ▬☼ ⅜ ∆╢ ─ ⁸ ╛ ⌐

∂≡ ↕╣╢ ⁸►▼Ⱪ◘▬♩─ ╛ ⅜ ⌂╙─ 

 

③展示会等出展費 

  新商品等を展示会等に出展または商談会に参加するために要する経費 

ה ─ ⅜⁸ ⅛╠ ↑√ ⌐╟╡ ∆╢ ╩ ╗ ⌐╟╡ ─

╩ ↑╢ ─ │⁸ ≢∆⁹ 

ה ─ ⌐ ⅎ≡⁸ ∆╢ ꜠fi♃◌כ ⁸●♁ꜞfi ⁸

│ ↄ ה ה ╙ ≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ─ ⌐≈™≡│⁸ ╖│ ≢╙ ™╕∑╪⅜⁸ ─

╛ ─ ⅜ ╟╡ ≤⌂╢ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

  β√∞⇔⁸ ─ ⌐⅔™≡│⁸ ≤⇔≡⁸ ⌐ ⇔√ ╩  

∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

ה ─╖╩ ≤⇔⁸ ⌐ ⅜╠⌂™╙─│ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ⌐ ↕╣╢ ─ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ⁸ ủủ ┼─ ה │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ─ ─ ⌐№√╡ ≢ ─ ╩ ⌐ ∆

╢ ⌐│⁸ ─ ╩ ≢ ה ∆╢ ╙№╦∑≡↔ ↄ∞↕

™⁹ ─ ⌐ ∆╢ ─ │ ≢∆⁹  

ה ⌐№√╡ ⌂ ─ │⁸ᵑ ⌐ ⇔╕∆⁹ ─

─ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹  

ה ╩ ╪∞ ─ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

 

④旅費 

事業の遂行に必要な情報収集（単なる視察・セミナー研修等参加は除く）や各種調査

を行うため、および販路開拓（展示会等の会場との往復を含む。）等のための旅費 

 

ה │ ⅜ ╘╢ ─ ╩ ╕ⅎ√ ⌐╟╡ ∆╢↓≤≤⇔╕∆⁹

─ │⁸ . 65₈ ₉╩ ↄ∞↕™⁹ 

ה ⌐ ∆╢ ⌐≈™≡│⁸ ╩ ™√ ╙ ⅔╟┘ ⌂ ⌐╟

╡ ↕╣√ ≤⌂╡╕∆⁹ 

כ◦◒♃ה ⁸●♁ꜞfi ⁸ ⁸꜠fi♃◌כ ≤™∫√

─ ⌐╟╢ │ fiכꜞ◓⁸√╕⁹╪∑╕╡⌂≥ ⁸ⱦ☺Ⱡ☻◒ꜝ☻ ─

⌐ ↕╣√ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ─ ⌐╟╡⁸ ⅜ ≢⅝╢╙─⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ ─  

⌐ ∆╢ ≤╖⌂↕╣╢ │ ≤⌂╡╕∆⁹ 
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ה ─ ⌐№√╡ ≢ ─ ╩ ⌐ ∆╢ ⌐│⁸

─ ╩ ≢ ה ∆╢ ╙№╦∑≡↔ ↄ∞↕™⁹ ─

⌐ ∆╢ ─ │ ≢∆⁹  

 

ₒ ≤⌂╢ ₓ 

┼─ ╛⁸ ─√╘⌐ ⌂ ─ ⌐ ╢⁸ ┼─

⁸Ᵽ☻ ⁸ ⁸ ╗ ⁸ ☺כꜗ♅כ◘ ╗⁹

◄◖ⱡⱵכ◒ꜝ☻ ─ ╕≢⅜ ⁸ ⁸  

 

ₒ ≤⌂╠⌂™ ₓ 

─ ─ ⁸ ⁸ ─●♁ꜞfi ⁸ כ◦◒♃⁸ כꜞ◓⁸

fi ☻ꜝ◒☻ⱦ☺Ⱡה ─ ⁸ ה⅝ ⅝ ⱪꜝfi⌐⅔↑╢

ה ⁸ כ♫Ⱶ☿ה ─√╘─ ⁸Ɽ☻ⱳכ♩  

 

⑤開発費 

  新商品の試作品や包装パッケージの試作開発にともなう原材料、設計、デザイン、製

造、改良、加工するために支払われる経費 

 

ה ∆╢ ─ │◘fiⱪꜟ≤⇔≡ ∆╢ ⌐≤≥╘⁸

⌐│ ™ ╢↓≤╩ ≤⇔╕∆⁹ ≢─ ⌐ ∆╢ │⁸

≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ╩ ≤⇔≡ ∆╢ │⁸ ╩ ⇔⁸∕─ ↑

™╩ ⌐⇔≡⅔ↄ ⅜№╡╕∆⁹ 

ה ╩ ≤⇔√ ⁸ ─ ה ⌐ ╢ │ ≤⌂╡╕∆⁹

─ ⌐ ⌂ │ ≤⌂╡╕∆⁹  

ה ⅜№╡ ⌐⌂╡ ╢╙── │ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 

ₒ ≤⌂╢ ₓ 

ה ─ ─ ─ ⁸ √⌂ Ɽ♇◔כ☺⌐ ╢♦◙▬fi─ ⁸

◦☻♥ⱶ ─  

 

ₒ ≤⌂╠⌂™ ₓ 

─ ─ ⁸ ה ≢│⌂ↄ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢√

╘─ ─ ⁸ ≢ ⇔√⅜ ™ ╠⌂⅛∫√ ⁸♦◙▬fi─

╩⇔⌂™ ─ Ɽ♇◔כ☺─ ה ⁸ Ɽ♇◔כ☺─ ⅜ ⇔ ⌐

∆╢ ה ╩ ∆╢√╘⌐ ה ∆╢Ɽ♇◔כ☺  

 

⑥資料購入費 

  事業遂行に必要不可欠な図書等を購入するために支払われる経費 

 

ה ⅜ ─╙─⌐ ╡╕∆⁹ 99,999 │

⁸ 100,000 │  



40 

ה ∆╢ ה │ ⌐≈⅝ ╩ ≤⇔╕∆⁹ ∂ ─ │

≢∆⁹  

ה ⌐ ⌂ ─ │₈ ₉≢∆ ⅜ 10  

≢№╢↓≤⁸ ∆╢ │ ⌐≈⅝ ≢№╢↓≤⅜ ≢∆ ⁹ 

ה ─ │⁸₈ ─ ₉─ │ ⅛╠─  

─Ⱡ♇♩ ◘▬♩─◖Ⱨכ≢╙ ⅜ ⌐ ≢⅝╢ ⌐ ╡⁸  

≤⌂╡ ╕∆⁹ 

 

⑦雑役務費 

事業遂行に必要な業務・事務を補助するために補助事業期間中に臨時的に雇い入れた

者のアルバイト代、派遣労働者の派遣料、交通費として支払われる経費 

 

ה ─ ⌐⁸ ╛ ─ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ™ ╣≤╖⌂↕╣⌂™ ⅎ┌⁸№╢▪ꜟⱣ▬♩ ┼─ ╩

≤⇔≡ ⇔√ ⁸ ▪ꜟⱣ▬♩ ⌐ ╩ ↕∑ ─ ≤⇔≡

™ ╣╢ ⌐│⁸ ≤⌂╡╕∑╪⁹ ⌐ ↕∑╢√╘─ ™ ╣

╙ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

 

⑧借料 

事業遂行に直接必要な機器・設備等のリース料・レンタル料として支払われる経費 

 

ה ─√╘─ ⁸ ⅜ ≢⅝╢╙─≢⁸ ⌐ ∆╢ ─╖≤⌂╡╕∆⁹

⅜ ╩ ⅎ╢ │⁸ ─ ⌐╟╡ ↕╣√

─╖≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ⌂≥ ⌐╙ ∆╢╙─⁸ ─ ─√╘⌐ ∆╢╙─│

≤⌂╡╕∆⁹ 

ה ⌐ ╢ │ ≢∆⁹√∞⇔⁸ ─ ≢│⌂ↄ⁸ √⌂  

─ ╡ ╖─ ≤⇔≡ √⌐ ╩ ∆╢ │⁸ ≤⌂╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ⌐ ─ ⅜ ≤⌂╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

ה ☻ⱦכ◘ה PR▬ⱬfi♩─ ╩ ╡╢√╘─ │⁸₈ᵘ ₉⌐ ⇔╕∆⁹ 

Aה C ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢ ⌐⁸ ≤ ╘╠╣╢ │⁸Ɽ♁◖fi⁸

♃Ⱪ꜠♇♩ PC ─꜠fi♃ꜟ│ ≤⌂╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

 

⑨専門家謝金 

事業の遂行に必要な指導・助言を受けるために依頼した専門家等に謝礼として支払わ

れる経費 

 

ה ╩ ≤⇔≡ ─ ⌐∆╢↓≤│≢⅝╕∑╪⁹ 

ה ─ │⁸ ⅜ ╘╢ ⌐╟╡∕─ ─ ⅜ ≢№╡⁸∕─

⅜ ⌂╙─≢№╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

ה ╩ ⌐╟╡ ╘≡™⌂™ ⁸ ⅜ ╘╢ ─ ╩ ╕ⅎ√ ⌐

╟╡ ∆╢↓≤≤⇔╕∆⁹ ─ │ . 66─₈ ₉╩ ↄ∞↕™⁹ 
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ה ∆╢ ⌐≈™≡ ⌐ ╩ ╡ ╦⇔≡⁸ ⌐⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹

⌂⅔⁸ ┼─ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ⌐ ה ╩∆╢ ⌐ ∆╢ │ᵙ ⌐ ⇔⁸ ה

─ ╩ ⇔√ ⌐ ∆╢ │⁸ᵜ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

כ♫Ⱶ☿ה ─ ╛ │ ≢∆⁹ ⅜ ∆╢ ☿Ⱶ

כ♫ ⌐ ∆╢ ─ │ ╘╠╣╕∑╪⁹ ⅜ ╩ ⌐ ⅝⁸

⅛╠ ⌂ ה ╩ ↑╢ │ ≤⌂╡╕∆⁹  

 

⑩専門家旅費 

  事業の遂行に必要な指導・助言等を依頼した専門家等に支払われる旅費 

 

ה ₈ᵔ ₉  

 

⑪設備処分費 

  販路開拓の取組を行うための作業スペースを拡大する等の目的で、当該事業者自身が

所有する死蔵の設備機器等を廃棄・処分する、または借りていた設備機器等を返却する

際に修理・原状回復するのに必要な経費 

 

ה ─ ─√╘─☻Ɑכ☻╩ ∆╢ ─ ≢⁸₈ ─ ─  ה

₉ ╩ ℮↓≤⅜ ≢∆⁹ ─ ⌐╟╢₈ ₉─ ─  

╛⁸ ─ ⌐╟╢₈ ₉─ │ ╘╠╣╕∑╪  

ה ⌐⅔↑╢₈ ₉─ ┼─ │⁸ ─  

╩ ≤⇔╕∆⁹ 

⁸√╕ה ⌐ ∆╢ ─ ⁸₈ ₉─ ┼─ │⁸ 

∆═⅝ ─ ─ ⌐ ╘╠╣╢ ─ ─ ⅜ √∞⇔⁸ 

ה ─ ─ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 

ₒ ≤⌂╢ ₓ 

⌐⅔™≡ ⇔≡™√ ─ ה ⁸ ⌐⅔™≡ ╡≡™√

─ ─ ה ⅜ ↕╣≡⅔╡⁸ ≢№╢↓

≤⅜ ⌐ ≢⅝╢↓≤⅜ ≢∆  

 

ₒ ≤⌂╠⌂™ ₓ 

⌐⅔↑╢ ─ ה ⁸ ─ ⁸ ─ ⁸

─ ⅜⌂™ ─  

 

⑫委託費 

  上記①から⑪に該当しない経費であって、事業遂行に必要な業務の一部を第三者に委

託（委任）するために支払われる経費（市場調査等についてコンサルタント会社等を活

用する等、自ら実行することが困難な業務に限ります。） 

 

ה ⁸ ⅜ ↕╣√ ╩ ⇔⁸ ∆╢ ≢№╢ ⌐
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⅜ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

ה ⅎ┌ ─ ⌐≤╙⌂℮ ⁸ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ⌐ ה ╩∆╢ ⌐ ∆╢ │ᵙ ⌐ ⇔⁸ ה

─ ╩ ⇔√ ⌐ ∆╢ │⁸ᵜ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

 

⑬外注費 

  上記①から⑫に該当しない経費であって、事業遂行に必要な業務の一部を第三者に外

注（請負）するために支払われる経費（店舗の改装等、自ら実行することが困難な業務

に限ります。） 

 

ה ⁸ ⅜ ↕╣√ ╩ ⇔⁸ ∆╢ ≢№╢ ⌐

⅜ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

ה ⌐⅔™≡ ⅝ ─ ╩ ℮ ⁸₈ ₉⌐

⇔⁸ ⅜ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ≢№∫≡╙⁸ ─ ⌐⅔™≡

≢─ ⁸ ⁸ ⁸ ⅜ ↕╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

⌐ ╩ ∆╢ ⌐│⁸ ∏

┼ ╩ ⇔⁸ ╩ ↑√ ≢⌂↑╣┌ ≢⅝╕∑╪⁹

│⁸ ╩ ⇔√ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅛╠

↕╣╢ ─ ─√╘⁸ ⇔√ ─ ╕√│ ⌐ ∆╢ ╩ ↕

∑╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ╩ ∏⌐ ╩ ℮≤⁸ ⌐╟╡ ה

─ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 

ₒ ≤⌂╢ ₓ 

כꜞⱣꜞ▪ⱨה ⁸ ↑♩▬꜠─ ⁸ ה ─√╘─●

ה☻ ה ⁸ ╩ ≤⇔√ ─ ה  

 

ₒ ≤⌂╠⌂™ ₓ 

≢ ╡ ╗ ⌐ ┘≈⅛⌂™ ⌂╢ ╩ ≤⇔√ ה

─ ה ⁸ ─ ⌐⅔↑╢ ⁸ ─ ─ ⌐

≤╙⌂℮ ─ ⌐ ∆╢╙─╩ ↄ ⌂≥ ⁸₈ ─ ₉⌐

∆╢ β  

 β ₈ ─ ה ₉╛₈ ⌂ ─ ₉─ ⁸ ─ ≈─  

∆═≡╩ √∆╙─│⁸ ≢№╢₈ ─ ₉⌐ ∆╢≤ ↕╣ 

╕∆⁹ ─ ≢№╢₈ ₉─ ─ ⅎ ╩  

 

  (ч) ⅔╟┘ ╕√│↓╣⌐ ∆╢╙─ ≢ ╦╣≡™ 

          ╢ ╩ ⇔⁸ ⇔≡ ╩⇔─←↓≤⅜≢⅝╢↓≤ 

           Ҝ ≤ ─╖≢ ╠╣√ ─ ♥ꜝ☻ ╛⁸  ה

♩כⱳכ◌ ⁸ ─⌂™╙─│₈ ₉│ ╘╠╣⌂™ 

√╘⁸₈ ─ ₉⌐│ ⇔⌂™ 

  (ш) ┼─ ≢ ⌐ ⌐ ⇔≡™╢↓≤ 

           Ҝ◖fi◒ꜞכ♩Ⱪ꜡♇◒─ ⌐⁸ ─ ╛◖fi♥♫╩ ∑ 
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√∞↑─ ─╙─│₈ ┼─ ₉│ ╘╠╣⌂™√╘⁸ 

₈ ─ ₉⌐│ ⇔⌂™ 

  (щ) ⅜ ─ ה ה ╩ ⇔⁸∕─ ≤∆ 

╢ ⌐ ⇔℮╢ ─ ⅜ ↕╣≡™╢↓≤ 

 

（７）①から⑬に掲げる各費目に係る経費以外は、補助対象外となります。また、上記①か 

ら⑬に掲げる経費においても、下記に該当する経費は対象となりません。 

 

 1) ─ ⌐ ⇔⌂™╙─ 

 2) ⌂ ╩ ≢⅝⌂™╙─ 

3) ⌐ ה ⁸ ⁸ ™ ™ ╗ ╩ ⇔√╙─ 

 ≤⇔≡⁸ ⌐ ⇔√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡

╘╕∆⁹ 

┼─ ─ ╖⌐≈™≡╙⁸ ─ ╖≢╙ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 ≤⇔≡⁸ ─ ╛ ─ ⅜ ⌐ ⇔

√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

─ │ ≢╙ ™╕∑╪⁹ 

4) ─ ⌐╟╢╙─ ⅜ ⅛╠ ⇔√╙──℮∟⁸ᵑ

⅛╠ᵝ⌐ →╢ ─╖ ≤∆╢⁹   

5) ╛ ꜠fi♃ꜟ╩ ≤⇔√ ⁸ ─ ה ⌐ ╢  

╢╟⌐fiꜛ◦◒כ○(6  ▬fi♃כⱠ♇♩○כ◒◦ꜛfi╩ ╖╕∆  

7) ╛ ⁸ ⁸ ⁸  

8) ⁸▬fi♃כⱠ♇♩ ─  

9) ╛ ⁸∕─ ─ ⅎ┌⁸ ─╒⅛⁸Ɑfi ⁸▬fi◒◌כ 

♩ꜞ♇☺⁸ ⱪכ♥⁸╖↕│⁸ ⁸◒ꜞ▪ⱨ□▬ꜟ⁸ ⁸OPPהCPP ⁸CDהDVD⁸ 

USBⱷ⸗ꜞהSD◌⁸♪כ ⁸ Ⱳ⁸ꜟכ ─ ⌂≥⅜ ⁹  

10) ⁸ ⁸ ─  

11) ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ─  

12) ─ ה ⁸ √∞⇔⁸ ⌐ ∆╢╙─╩ ↄ⁹⁸  

        

13) ⁸ ─√╘⌐ ⁸ ⌐ ℮ ⅔╟┘ ─√ 

╘─  

14) ⌂≥┼─ √∞⇔⁸ ⅜ ∆╢ │ ≤∆╢⁹⁸  

⁸▬fi♃כⱠ♇♩Ᵽfi◐fi◓ ⁸▬fi♃כⱠ♇♩◦ꜛ♇Ⱨfi◓  

 

15) ה │⁸ ╩ ⌐ ╘≡  

╩ ⇔⁸∕─ ≢ ╩ ↑√₈ ה ─ ₉ 

╩ ⅝⁸ ≤∆╢⁹√∞⇔⁸ ⌐ ╢ │ ≤∆╢⁹  

16) ה √∞⇔⁸ ⌐ ╢ ⁸ ≢ ⅛╠  

↑╠╣√ ⌐ ╢╙─│ ≤∆╢⁹  

17) ⌂≥─ ⅔╟┘  

18) ה ─ ה  
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19) ה כ♫Ⱶ☿ה ╛  

20) ה ─ ⁸ הⱳfiכ◒ה ♪כ◌♩♇☺꜠◒ ⅛╠ ↕╣√  

ⱳ▬fi♩ה ה ⱪ꜠Ⱶ▪ⱶ ⅝ ╩ ╗ ≢─ ™⁸ ה  

⌐⅛⅛╦╠∏ ה ≢─ ™⁸ ⌐╟╢  

21) ⁸  

22) ◐ꜗfi☿ꜟ⌐ ╢  

23) ה ─ ה ה ⅝⌐ ╢  

24 ⌐⅛⅛╢  

25 ◒ꜝ►♪ⱨ□fi♦▫fi◓≢ ⇔℮╢  

26) ─╒⅛⁸ ⌂ ─ ≤⇔≡ ⁸ ≤ ╘╠╣╢  

 

（８）その他、補助対象経費全般にわたる留意事項 

 

╩ ה ℮⌐№√∫≡│⁸ ⌐≈™≡ ╩ ∫≡ↄ∞↕™⁹

│ ⌐ ⇔√╙─≤⇔≡ ⌐ ≢⅝╢╙─≢⁸⅛≈ ⌐╟∫≡

⅜ ≢⅝╢╙──╖≤⌂╡╕∆⁹ 

╢↑⅔⌐ ה ─ ⌐№√∫≡│⁸ №√╡

╩ ∆╢╙─⌐≈™≡│⁸ ⅛╠ ╩≤╡⁸╟╡ ⌂ ╩

╪≢ↄ∞↕™⁹√∞⇔⁸ ∆╢ ─ ⁸ ╩≤╢↓≤⅜ ⌂

│⁸ ╩ ─ ≤∆╢ ╩ ⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 

  ＊なお、中古品の購入については、金額に関わらず、すべて、２社以上からの相見積が 

必須となります。この場合、理由書の提出による随意契約での購入は、補助対象経費と 

して認められません。 

 

５．補助率等 

（１）小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞に係る補助率等は以下のとおりです。 

 

補助率 [◖꜡♫ ]   ─ ─  

[◖꜡♫ ה ] ─ ─  

補助上限額 ╩ ↄ  

─╖β  

 

√∞⇔⁸ 

  ─ ⅜ ⇔≡ ╡ ╗ ─ 

│⁸ ⅜₈ №√╡─ ×

─ ₉─ ≤⌂╡╕∆⁹ √∞⇔⁸

╩ ≤⇔╕∆  

   │ ≢№╡⁸ ╩ ↑√ ⌐≈™≡│⁸ ≤⇔≡⁸  

─╟℮⌐ ─ ⅜№╡╕∑╪⁹ √∞⇔⁸ ⌐╟╢ ─ ╛ 

─ ─ ⌐╟╢ ─ ╕√│ ─  

⅜ ≤⌂╢ ⅜№╢╒⅛⁸ ─ ⌐╟╢ ─ ⁸  

─ ⅜⌂↕╣√ ⌐│ ╦⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹  
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β ⌐≈™≡ 

 ─™∏╣⅛⌐ ∆╢ ≢ ╩ ∆╢ ≢№╢↓≤≤⇔╕∆⁹ 

∕╣∙╣≢ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi│ P75⁸ 

●▬♪ꜝ▬fi─ │ https://corona.go.jp/  ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹  

 

ủ ⌐ ⅜ ⅎ╠╣≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆

╢≤ ⅎ╠╣╢  

ủⱣכ ⁸ ⇔ↄ│ 11 ⌐ ⇔≡ ╩ ⇔⁸

│ ─ ─ ╩ ∫≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi

⌐ ∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

ủ◌ꜝ○◔ ⌐◌ꜝ○◔ ⅜№╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤ ⅎ╠

╣╢  

ủꜝ▬ⱩⱢ►☻ ⅜ ⅎ╠╣≡⅔╡⁸ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤

ⅎ╠╣╢  

ủ ╩ ℮ ⌐ ⇔ ╩ ⇔≡⅔╡⁸

∆╢●▬♪ꜝ▬fi⌐ ∆╢≤ ⅎ╠╣╢  

∑ ─ │⁸ ⅛◖꜡♫ ⌐ ≢∆⁹ 

 

 

６．申請手続 

（１）受付締切と手続きの流れ 

   

公募開始   ： ２０２０年 ４月２８日（火） 

申請受付開始 ： ２０２０年 ５月 １日（金） 

第３回受付締切： ２０２０年 ８月 ７日（金）[ 郵送：必着]  

第４回受付締切： ２０２０年１０月 ２日（金）[ 郵送：必着]  

  

【１．補助金申請の基本的な手続きの流れ】 

 ╕≢⌐⁸₈ ₉ ⌂≥ ⌂ ₒл. ₓ

69 ╩╟ↄ↔ ↄ∞↕™ ╩ ≡ ⅎ⁸ ⁸ ⌐ ─ ╕≢

╕√│ ⌐╟╡⁸ ⇔≡ↄ∞↕™ │ ↑ ↑╕∑╪ ⁹ 

 

⌐ ∂⁸ ⌐₈ ₉ ─ ⇔ ╩ ⇔⁸₈

₉ ─ ה ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╕∆ │ ≢ ≢│№╡╕∑

╪⁹ ─ ╙ ⁹ 

 

₈ ₉ ─ ╩ ↑√ │⁸ ─ ⌐ ⌐

≤ ╦∑≡ ⇔≡ↄ∞↕™ ₈ ₉ ─ ╩ ↑√ ⁸₈

₉ ─ ╩ ה ⇔√ ⌐│⁸ ⌐ ⌐ ⇔√

─ ⇔╩⁸ ⌐ ⇔≡ↄ∞↕™ ⁹ 

 

https://corona.go.jp  Ҝ 

https://corona.go.jp/
https://corona.go.jp/
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※共同申請の場合の「支援機関確認書」（様式３）の作成・交付（任意）について 

１．全ての共同事業者が同一商工会議所

地区の場合 

⅜ ╩╕≤╘≡ ─

₈ ₉╩ ה ⇔╕∆⁹ 

２．代表事業者がＡ商工会議所区に所在

するほか、Ｂ商工会議所（あるいは

Ｃ商工会）地区にも参画事業者がい

る場合 

⅜ ─₈ ₉╩ ה

∆╢╒⅛⁸ №╢™│

⅜ ─₈ ₉╩ ה ⇔╕

∆⁹ 

≡─₈ ₉╩ ≈⌐╕≤╘⁸∕─ ─

≤№╦∑≡⁸ ⅜ ╩

┼ ∆╢╙─≤⇔╕∆⁹  

 

β ─ ⌐ ⇔≡│⁸ ◦☻♥ⱶ ◓ꜝfi♠ ⅜ ≢⅝╕

∆⁹ ◓ꜝfi♠╩ ∆╢⌐│ ⱦ☼ ⱪꜝ▬ⱶ▪◌►fi♩─ ⅜ ≢∆⁹▪◌

►fi♩─ ⌐│ ╩ ⇔╕∆─≢⁸ ↔ ≢ ─ │⁸⅔ ╘⌐

╩ ∫≡ↄ∞↕™⁹ ▪◌►fi♩│⁸ ─ ─ ╩ ↄ√╘⁸

─ ⅝⌐⅔™≡╙ ™√∞↑╕∆⁹ 

 

 

│⁸ ─ ╩ ∆╢╙─≢№╢√╘⁸ ─ ─╖≢⁸

┼ ╛₈ ₉─ ╩ ℮↓≤│≢⅝╕∑╪⁹ 

 

（２）補助金事務局への申請書の郵送による提出先 

 〒１５１－８７９９ 代々木郵便局留め 

  【コロナ型】日本商工会議所 小規模事業者持続化補助金事務局 

  ợ │⁸ ╕√│ ⌐╟╡↔ ↄ∞↕™ │ ↑ ↑╕∑╪ ⁹ 

   

（３）提出資料 

    л. ≢ ╘╢ . 69 ╩  

⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹⌂⅔⁸ ⌐ ∂≡ ─ ⅔

╟┘ ╩ ╘╢↓≤⅜№╡╕∆⁹╕√⁸ ─ │™√⇔╕∑╪⁹ 

 

（４）応募件数 

    ⅛╠─ ┼─ │ ≤⇔╕∆⁹ 

⅜ ∂ ─ ≢ ⌐ ∆╢↓≤╛⁸ ─ ⅜  

≤⇔≡⁸⅛≈ ╩ ╘╢ ≢ ⌐ ∆╢↓≤│≢⅝╕∑╪⁹ 

    ≤ ≤─ ╛⁸ ─ ┼─ │ ╘╠╣╕∑╪⁹ 

 

⅜ ⁸ ⅜ ⇔√ ⌐│⁸∆═≡ ≤⌂╡╕∆ ⌐  

⅜ ⇔√ ╙⁸ ∫≡ ╩ ╡ ⇔╕∆ ⁹ 

    ─ ╩ ⇔≡™╢ ╙ │ ─╖≢∆⁹ 
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７．採択審査 

（１）採択審査方法 

    ─ │⁸ ⌐≈™≡⁸₈ ─ ₉⌐ ≠⅝⁸

⌐╟╡ ↕╣╢ ⌐⅔™≡ ™╕∆⁹ 

│ ≢ ♃כ♦ ╗ ⌐╟╡ ™╕∆ ⌐ ∆╢

ⱥ▪ꜞfi◓│ ⇔╕∑╪⁹ ─≢⁸ ─⌂™╟℮ ↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

（２）結果の通知 

    ─ ⌐│ ⌐ ⇔≡⁸ ╕√│ ─

╩ ⇔╕∆⁹ 

    ⌐≈™≡│⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ─ ⅔╟┘ ╩ ∆╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

     β ─ ⌐≈™≡─ ™ ╦∑⌐│ ∂⅛⌡╕∆⁹ 

 

（３）その他 

ה ⅜ ≢ ─ ─ ╛ ≤ ⇔≡™╢ ⌐│⁸

⌂ ⅔╟┘ ⌂ ╩ ∆╢√╘⁸ ⇔≡ ™√⇔╕∑╪─≢↔ ↄ∞

↕™⁹ 

ה ↕╣√ ≢№∫≡╙⁸ ─ ⌐╟╡ ⅛╠ ↕╣╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

ה ─ ╩ ╢≤ ╩ ≢⅝╕∑╪─≢⁸⅔ ⅎ─⌂™╟℮↔ ↄ

∞↕™⁹ 

表１：審査の観点 

Ⅰ. 基礎審査 

 ─ ╩ ≡ √∆╙─≢№╢↓≤⁹ ╩ √↕⌂™ ⌐│⁸∕─ │ ≤⇔⁸

∕─ ─ ╩ ™╕∑╪⁹ 

 ᵑ ⌂ ⅜∆═≡ ↕╣≡™╢↓≤ 

ᵒ₈ ₉( . 27 ₈ה(31 ₉( . 31 33)─ ⌐ ∆╢↓≤ 

ᵓ ╩ ∆╢√╘⌐ ⌂ ╩ ∆╢↓≤ 

ᵔ ⅜ ⌐ ⇔⁸∕─ ╛ⱡ►Ɫ► ╩ ⌐⇔√ ≢№╢↓≤ 

Ⅱ. 加点審査 

↕╣√ ⌐≈™≡⁸ ─ ⌐ ≠⅝ ⌐╟╢ ╩ ™⁸

⌂ ⅜ ™╙─⅛╠ ⌐ ╩ ™╕∆⁹ 

ᵑ ◖꜡♫►▬ꜟ☻ ⅜ ⌐ ⅎ╢ ╩ ╡ ⅎ╢√╘─ ≤⇔≡  

⌂ ≢№╢⅛⁹ 

ᵒₐ◘ⱪꜝ▬♅▼כfi─ ┼─ ⁸ea ⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ┼─ ⁸ea ♥꜠꞉כ 

◒ ─ ₑ─™∏╣⅛ ≈ ⌐ ∆╢ ╩ ™⁸ ─  

─ ╩ ℮ ⌐⌂∫≡™╢⅛⁹ 

ᵓ ─ ─ ⁸ ה ≤ ─ⱪꜝfi─ ⁸  

─ ⁸ ─ ה ╩ ∆╢ ⌐⌂∫≡™╢⅛⁹  
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８．事業実施期間等 

・第１回受付締切分から第４回受付締切分までの各回の「事業実施期間」「補助事業実績報告

書提出期限」は次のとおりです。 

 第１回受付締切分 

   事業実施期間：交付決定日から実施期限（２０２１年１月３１日（日））まで 

   補助事業実績報告書提出期限：２０２１年２月１０日（水） 

第２回受付締切分 

   事業実施期間：交付決定日から実施期限（２０２１年３月３１日（水））まで 

   補助事業実績報告書提出期限：２０２１年４月１０日（土） 

 第３回受付締切分 

   事業実施期間：交付決定日から実施期限（２０２１年５月３１日（月））まで 

   補助事業実績報告書提出期限：２０２１年６月１０日（木） 

 第４回受付締切分 

   事業実施期間：交付決定日から実施期限（２０２１年７月３１日（土））まで 

   補助事業実績報告書提出期限：２０２１年８月１０日（火） 

※事業再開枠の対象経費については、５月１４日までの遡及となります。 

・ ╕≢─ ≢⁸ ╩ ─ ™╕≢ ╖╕∆ ⇔√

╩ ∆╢ ⁸╕√│ ₈ ₉ ─™∏

╣⅛ ™ ╕≢⌐ ⅔╟┘ ╩ ╡╕≤╘⁸ ⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹

™√∞™√ ⌐ ≠⅝⁸ ⅝⌐ ╡╕∆⁹ 

 

９．補助事業者の義務 

 ─ ≤⌂∫√ │⁸ ─ ╩ ╠⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹╕√⁸

. 5 6 ─₈ ₉⌐≈™≡⁸ ⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 

①交付決定 

⌐≈™≡│⁸ ─ ╩ ⇔⁸ ⌐₈ ₉ ╩

∑≡ ⇔≡™√∞⅝⁸ ≢⅔ ⅛╡⇔√ ⁸ ⌐ ⇔╕∆ ₈

₉─ │⁸₈ ₉╩ ⁹ 

─ ≤⌂∫√ │⁸ ─ ⌐ ╢ ⌂ ⅝╩ ╦⌂↑╣┌⌂╡

╕∑╪⁹ 

─ ⌐№√∫≡│⁸ ╩ ⇔≡ ⇔⌂↑╣┌⌂╡

╕∑╪ ⅔╟┘ ╩ ╘ ⅛╠ ⇔≡ ╩ ℮ ⁹

⌐≈™≡│⁸ . 67₈ ₉╩ ↄ∞↕™⁹ 

⌂⅔⁸ ≤⌂∫≡╙⁸ ≢ ─ ─ ⅜ ↕╣√ ⌐

│⁸ ─ ה ╩ ╘╕∆⁹ 

╕√⁸ ─ ⅜ ↕╣√ ⌐│⁸ ╩ ™≡ ╩

∆╢╟℮ ⅛╠ ╩ ↑╕∆⁹ 

 

②概算払いによる即時支給 ⅜ ⇔≡™╢ ─ 

╖ β ─ │⁸ ™⌐╟╢ ─ │↔↨™╕∑╪⁹ 

 ╩ ↑√ ⁸ ─ ╩ ⇔⁸ ─ ⅜ ⇔√  
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⅜ ⇔ ─ ╩ √∆ ⁸ ™⌐╟╢ ╩ 

℮↓≤⅜ ≢∆⁹ 

 ™⌐╟╢ ╩ ↑╢⌐№√∫≡│⁸ ⌐ ₈ ₉╩  

∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 ⌂⅔⁸ 1 ─√╘ ≤─ ⅜≢⅝⌂™ │⁸ ∆╢ ─  

╕≢─ ─ ─ ∆╢ יִ ─ A ≤ ─ B ╕√│

─ ─ יִ C ─ ≤─ ⌐╟╡ ™√∞↑╕∆⁹√∞⇔⁸B

╕√│ C⌐≈™≡│⁸2020 2 ≢№╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 

③事業計画内容や経費の配分変更等 

  ╩ ↑√ ⁸ ─ ─ ╛ ╩ ⇔╟℮≤∆╢ ⁸╕√│

╩ ⁸ ╡╛╘ ╛ ⌐ ↕∑╟℮≤∆╢ │⁸

⌐ ╩ ⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ 

④補助金の交付 

     ╩ ⇔√≤⅝│⁸ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ ⇔√

─ ≤ ─ ⌐╟╡ ∆═⅝ ─ ╩ ⇔√ ⁸ ™≤⌂╡

╕∆⁹ ™⌐╟╢ ╩ ↑√ │⁸ ≤─ ╩⅔ ™™√⇔╕∆⁹√

∞⇔⁸ ™⌐╟╡ ↕╣√ ─ ⅜ ╟╡╙ ⅝™ │⁸∕─ ╩

™√∞⅝╕∆⁹  

  ⌂⅔⁸ │ ⁸ ™ ─ ╩ ↑√ ⌐⅔↑╢ ≤⇔≡ ∆╢

╙─≢№╡⁸ ה ─ ≤⌂╡╕∆⁹ 

⑤補助対象事業の経理 

⌐ ╢ ⌐≈™≡⁸ ╛ ─ ≤⌂╢ ⌐≈™≡│⁸

⁸ ─ ⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ 

╕√⁸₈ ─ ⌐ ∆╢ ₉╕√│₈ ─ ⌐ ∆╢ ₉⌐

∫√ ─№╢ ─ ⅔╟┘ ⌐ ╘≡ↄ∞↕™⁹ ─ ⌐ ∆

╢ ─ ⌐≈™≡│⁸ . 67₈ ₉╩ ↄ∞↕™⁹ 

 

１０．その他 

 ᵑ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡ ⅜ ⇔√ │⁸∕─ │

⌐ ⇔╕∆⁹ 

 ᵒ ─ ─√╘⁸ ⅜ ⌐ ╢↓≤⅜№╡╕∆⁹

╕√⁸ ⁸ ⌐⅛⅛╢ ─ ⌐ ╢↓≤⅜№╡

╕∆⁹ 

 ᵓ ≤⇔≡⁸ ─ ⌐№√╡⁸ ╛ ─

⅜≢⅝⌂™ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ╢ │ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 ᵔ ⁸ ⅜ ⌐ ╢↓≤⅜№╡╕∆⁹↓─ ⌐╟╡

─ ─ ⅜⌂↕╣√ ⌐│⁸↓╣⌐ ╦⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ 

ᵕ ⅜₈ ⌐ ╢ ─ ─ ⌐ ∆╢  
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 ₉ ⌐ ∆╢ ─ ┼─ ⁸ ⌂≥ ╩⇔√  

⌐│⁸ ─ ─ ה ─ ╩ ╗ ⁸ ─ ─  

╩ ℮↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

╕√⁸ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⅜ ╠⅛⌂ ⁸ ⌐╟╢ ─╒⅛⁸

⁸ ╛ ╖ ─ ⅝ ─ ╩ ↑╢ ⅜

№╡╕∆⁹ 

 ᵖ │⁸ ─ ╕√│

≢ ⇔√ ─ ─ ⌐ ∆╢

⌐ ⇔╕∆⁹⇔√⅜∫≡⁸ ╩ ─ ─ ⌐ ⇔√

─ ╕√│ ⌐ ≡√ ⌐│⁸ ╕√│ ─

╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╕∆⁹ 

ᵗ │⁸ ⅛╠ ─ ⌐≈™≡⁸₈

◖꜡♫ ₉ ⌐ ╘╢₈ ₉╩⁸

⁸ ⅜ ∆╢ ╕≢⌐ ∏ ℮↓≤⅜

≢∆⁹ 

╕√⁸↓─╒⅛⁸ ╩ ⇔≡ ╡ ╗ ╛∕─ ╩ ∆╢√╘─▪fi

♩כ◔ ╩ ∆╢↓≤⅜№╡╕∆─≢⁸∕─ ⌐│↔ ╩⅔ ™™√⇔╕∆⁹ 

↔ ™√∞™√ │⁸ ╩ ™⁸ ה ╩ ≢⅝⌂™ ≢ ∆╢

⅜№╡╕∆⁹ 

ᵘ ≢ ╩ ℮ ⌐│⁸ ⌐ ╕╣╢ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹

─ ╩ ∆╢ ≢№∫≡╙⁸ ─ ⌐

⇔⌂™╙─│ ≤⇔≡ ≢⅝╕∑╪⁹ ⌐⅔™≡ ≢

⌂ ╩☻ⱦכ◘ה ⇔√ ╙ ≢ ⇔√ ≤ ≤╖⌂↕╣⁸

│ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 ᵙ ⌐⁸ ⌐ ╢ ╩ ⇔√₈ ─ ⅝₉╩

⅛╠ ™√⇔╕∆⁹ ⌐₈ ─ ⅝₉╩ ∏ ─℮ⅎ⁸

│ ⌐⅔ ∑ↄ∞↕™⁹ 
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Ⅲ．本事業（事業再開枠）について 

 

１．事業の目的 

 

 │⁸ ⌂ ⌐ ↑√ ⌐ ≠ↄ⁸ ─ ⌂

─ ╩ ℮ ⅜⁸ ⌐ ↑⁸ ●▬♪ꜝ▬fi ⌐ ╠⇔≡ ╩

∆╢ ≢ ─ ╩ ℮ ⌐≈™≡ ∆╢╙─≢∆⁹ ⅎ≡⁸◒ꜝ

כ♃☻ ⅜ ⌐ ≤ ⅎ╠╣╢ ⁸₈ ₉≤™℮ ⌐≈™≡│⁸↕╠⌐

╩ ∑⇔╕∆⁹ 

 

２．補助対象者 

 ─ │⁸ ⌐ ∆╢ ╕√│ ─

≢№╡⁸ ◖꜡♫ ─ ╩ ℮ ≢№╢↓

≤≤⇔╕∆⁹ 

 

 

☻ⱦכ◘ה ה ↄ  ∆╢ ─    

☻ⱦכ◘ ─℮∟ ה  ∆╢ ─   

∕─  ∆╢ ─   

 

３．補助対象事業 

 ≤⌂╢ │⁸ ─ ⌐ →╢ ╩ √∆ ≢№╢↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

╠─ ⅜ ∆╢ ●▬♪ꜝ▬fiβ⌐ ≠™√ ─√╘⌐ ℮

─ ≢№╢↓≤⁹ 

  β ₈ ●▬♪ꜝ▬fi₉≤│⁸ ↔≤⌐⁸ ╩ ℮√╘⌐  

⇔√●▬♪ꜝ▬fi─↓≤⁹ 

   https://corona.go.jp/  

    

  β ∆╢ ●▬♪ꜝ▬fi⅜ ↕╣≡™⌂™ ⌐⅔™≡╙⁸

│ ≤⌂╡╕∆⁹ 

＜取組事例＞ 

─ ─ │⁸₈ ₉╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

₈o ₉─ ▬ⱷכ☺ₓ 

ủ ─ ⁸○♂fi ⁸ ─ ⁸ ─

⁸ ꜟכ◖ꜟ▪ה ─  

ủⱴ☻◒הꜟ◓כ◗הⱨ▼▬☻◦ה♪ꜟכⱫ▪Ⱡ♇♩─  

ủ ─ ⁸ Ⱶ◗ה ה ה╪↑ ה ─  

ủ▪◒ꜞꜟ ה ⱦ♬ה♩כ◦ꜟכ ─כ◌כⱨ꜡▪ⱴהfiכꜞ◒☻ ⁸  

ủ ⁸ ─ ⁸  

ủ◒ꜞכ♬fi◓─ ⁸♩▬꜠ ⱭכⱤהꜟ○♃כ ™ ≡▪ⱷ♬♥▫ ─ ⁸

↓∟╠⅛╠ ™√∞↑╕∆ Ҝ 
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─√╘─ ⁸ ⱱכ♃fi▬הⱶ♥☻◦☻꜠כ◐הꜝⱷ◌⸗כ◘ה

fiה◖▬fi♩꜠הכ ꜟכ◖ꜟ▪ ─  

ủⱳ☻♃⁸כ♅ꜝ◦─ ה │ ⌐ ╩ ┘⅛↑╢╙─⌐ ╢  

 β │⁸ ╕≢⌐ ┘ ⇔√

╙─⌐ ╡╕∆⁹⌂⅔⁸₈ ₉ ⌐╟∫≡⁸ ⁸ ⁸ ⁸

╩ ∆╢ ⅜№╡╕∆⁹ 

 

４．補助対象経費 

 

（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たすものとなります。 

① 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

② 2020年 5 月 14日以降に発生し対象期間中に支払、使用等が完了した経費 

③ 証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

 

（２）補助対象となる経費について 

≤⌂╢ │⁸ ⌐ ∆╢⁸ ─ ⌐ ∆╢

─ ⌐ ╠╣╕∆⁹ ⌐ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩⇔

√≤™℮ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹√∞⇔⁸ ─ ⌐⅔™≡│⁸ ≤⇔≡⁸

⌐ ⇔√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

 

（３） ─ ⌐⅔™≡⁸補助対象となる経費は次に掲げる経費であり、これ以

外の経費は本事業の補助対象外となります。また、業種別ガイドラインに明確に記載が

ある場合は補助対象となります。 

※１：販路開拓等の取組に関する対象経費は、次に掲げる経費とは異なります。詳細は、

. 33 44 をご確認下さい。 

※２：業種別ガイドラインが新たに作成された場合は、随時対象となる経費を更新する可

能性があります。 
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（注意事項） 

・設備については２０２０年５月１４日以降補助対象期限までに発注・納品・支払をしたも

のに限ります。 

・消耗品（各費目の下線部分）は、２０２０年５月１４日以降補助対象期限までに購入及び

使用したもののみが補助対象経費となります。「受払簿（フォーマットは自由）」等によっ

て、購入日、購入量、使用日、使用量等を管理する必要があります。 

・作業等を外注する場合は、外注内容、金額等が明記された契約書等を締結し、外注する側

である補助事業者に成果物等が帰属する必要があります。 

 

 

経費内容 

⑭消毒費用、⑮マスク費用、⑯清掃費用、⑰飛沫対策費用、⑱換気費用、⑲その他衛生管

理費用、⑳ＰＲ費用 

 

【各費目の説明】 

⑭消毒費用 

消毒設備（除菌剤の噴霧装置、オゾン発生装置、紫外線照射機等）の購入費、消毒作業

の外注費、消毒液・アルコール液の購入費 

 

ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐ ⌂ ─√╘─ ⁸ ꜟכ◖ꜟ▪ה

─ ⁸ ⌐ ∆╢ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ │ ≤⌂╡╕∑

╪⁹ 

 

⑮マスク費用 

 マスク・ゴーグル・フェイスシールド・ヘアネットの購入費 

 

ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐ ⌂ⱴ☻◒הꜟ◓כ◗הⱨ▼▬☻◦ה♪ꜟכⱫ▪

Ⱡ♇♩─ ⌐ ∆╢ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

 

⑯清掃費用 

 清掃作業の外注費、手袋・ゴミ袋・石けん・洗浄剤・漂白剤の購入費 

 

ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐ ⌂ ─√╘─ ⁸ Ⱶ◗ה ה ה╪↑

ה ─ ⌐ ∆╢ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ │ ≤⌂╡╕∑

╪⁹ 

 

⑰飛沫対策費用 

アクリル板・透明ビニールシート・防護スクリーン・フロアマーカーの購入費・施工費 
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ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐ ⌂ ─√╘─▪◒ꜞꜟ ה ⱦ♬כꜟ

ה♩כ◦ ─כ◌כⱨ꜡▪ⱴהfiכꜞ◒☻ ⁸ ─√╘─ ⌐ ∆╢ ⅜

≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ │ ≤⌂╡╕∑

╪⁹ 

ה ⌐⅔™≡ ⅝ ─ ╩ ℮ ⁸₈ ₉⌐ ⇔⁸

⅜ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ≢№∫≡╙⁸ ─ ⌐⅔™≡

≢─ ⁸ ⁸ ⁸ ⅜ ↕╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

ה ⌐ ╩ ∆╢ ⌐│⁸ ∏  

┼ ╩ ⇔⁸ ╩ ↑√ ≢⌂↑╣┌ ≢⅝╕∑╪⁹  

│⁸ ╩ ⇔√ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅛╠  

↕╣╢ ─ ─√╘⁸ ⇔√ ─ ╕√│ ⌐ ∆╢ ╩ ↕∑ 

╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ╩ ∏⌐ ╩ ℮≤⁸ ⌐╟╡ ה  

─ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 

⑱換気費用 

 換気設備（換気扇、空気清浄機等）の購入費 

 

ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐ ⌂ ─√╘─ ─ ⌐ ∆╢ ⅜

≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ ─ │

≤⌂╡╕∑╪⁹ 

ה ⌐⅔™≡ ⅝ ─ ╩ ℮ ⁸₈ ₉⌐ ⇔⁸

⅜ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ≢№∫≡╙⁸ ─ ⌐⅔™≡

≢─ ⁸ ⁸ ⁸ ⅜ ↕╣╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

ה ⌐ ╩ ∆╢ ⌐│⁸ ∏

┼ ╩ ⇔⁸ ╩ ↑√ ≢⌂↑╣┌ ≢⅝╕∑╪⁹

│⁸ ╩ ⇔√ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅛╠

↕╣╢ ─ ─√╘⁸ ⇔√ ─ ╕√│ ⌐ ∆╢ ╩ ↕∑

╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ ╩ ∏⌐ ╩ ℮≤⁸ ⌐╟╡ ה

─ ≤⌂╡╕∆⁹ 

 

ᵣその他衛生管理費用 

 ユニフォームのクリーニング外注費、トイレ用ペーパータオル・使い捨てアメニティ用

品の購入費、従業員指導等のための専門家活用費、体温計・サーモカメラ・キーレスシ

ステム・インターホン・コイントレー・携帯型アルコール検知器の購入費 

 

ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐ ⌂ ─√╘─ ᵞ ᵢ⌐ ∆

╢╙─╩ ↄ ─ ⁸ ⌐ ∆╢ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ⅎ ─ ─ │

≤⌂╡╕∑╪⁹ 
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⑳ＰＲ費用（感染防止のための注意喚起に要する費用） 

ポスター・チラシの外注・印刷費 

 

ה ─╖╩ ┘⅛↑╢√╘─ ⌐ ∆╢ ⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ 

─ ─√╘─ ─ ⁸ ⌂╢ ─ │ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

従業員又は顧客に感染防止を呼びかけるものに限ります。 

◦ꜝ♅ה ─ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ╙⇔ↄ│ ⇔√ ─╖⅜

≤⌂╡╕∆⁹ 

₈ ₉ ⌐╟∫≡⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ╩ ∆╢ ⅜№

╡╕∆⁹ 

ה ─ ⌐ ╢ ─╖ ⌐≢⅝╕∆⁹

╕≢⌐ ╩⇔≡™≡╙⁸ ⌐ ⅜⌂↕╣╢ ⅜ ↕╣

⌐ ↕╣╢ ─⅜ ≤⌂╢ ⌐│ ≤⌂╡╕∑╪⁹ 

 

（４）⑭から⑳に掲げる各費目に係る経費以外は、補助対象外となります。また、上記⑭か

ら⑳に掲げる経費においても、下記に該当する経費は対象となりません。 

 

 1) ⌐ ⇔⌂™╙─ 

 2) ⌂ ╩ ≢⅝⌂™╙─ 

3) ─ ⌐╟╢╙─ ⅜ ⅛╠ ⇔√╙──℮∟⁸ᵞ

⅛╠ᵤ⌐ →╢ ─╖ ≤∆╢⁹   

4) ╛ ꜠fi♃ꜟ╩ ≤⇔√ ⁸ ─ ה ⌐ ╢  

╢╟⌐fiꜛ◦◒כ○(5  ▬fi♃כⱠ♇♩○כ◒◦ꜛfi╩ ╖╕∆  

6) ⁸ ⁸ ─ ⌐ ⇔ ≤⌂╢  

7) ⁸▬fi♃כⱠ♇♩ ─  

8) ╛ ⁸∕─ ─ ⅎ┌⁸ ─╒⅛⁸Ɑfi ⁸▬fi◒◌כ

♩ꜞ♇☺⁸ ⱪכ♥⁸╖↕│⁸ ⁸◒ꜞ▪ⱨ□▬ꜟ⁸ ⁸OPPהCPP ⁸CDהDVD⁸

USBⱷ⸗ꜞהSD◌⁸♪כ ⁸ Ⱳ⁸ꜟכ ─ ⌂≥⁸ ≢№╢

↓≤⅜ ≢⌂™╙─│ ⁹  

9) ⁸ ⁸ ─  

10) ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ─  

11) ─ ה ⁸ ⁸  

12) ⁸ ─√╘⌐ ⁸ ⌐ ℮ ⅔╟┘ ─√

╘─  

13) ⌂≥┼─ √∞⇔⁸ ⅜ ∆╢ │ ≤∆╢⁹⁸

⁸▬fi♃כⱠ♇♩Ᵽfi◐fi◓ ⁸▬fi♃כⱠ♇♩◦ꜛ♇Ⱨfi◓  

14) ה │⁸ ╩ ⌐ ╘≡

╩ ⇔⁸∕─ ≢ ╩ ↑√₈ ה ─ ₉╩

⅝⁸ ≤∆╢⁹  

15) ה  

16) ⌂≥─ ⅔╟┘  

17) ה ─ ה  
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18) ה כ♫Ⱶ☿ה ╛  

19) ה ─ ⁸ הⱳfiכ◒ה ♪כ◌♩♇☺꜠◒ ⅛╠ ↕╣√  

ⱳ▬fi♩ה ה ⱪ꜠Ⱶ▪ⱶ ⅝ ╩ ╗ ≢─ ™⁸ ה  

⌐⅛⅛╦╠∏ ה ≢─ ™⁸ ⌐╟╢  

20) ⁸  

21) ◐ꜗfi☿ꜟ⌐ ╢  

22) ה ─ ה ה ⅝⌐ ╢  

23) ─╒⅛⁸ ⌂ ─ ≤⇔≡ ⁸ ≤ ╘╠╣╢  

 

（５）その他、補助対象経費全般にわたる留意事項 

 

╩ ה ℮⌐№√∫≡│⁸ ⌐≈™≡ ╩ ∫≡ↄ∞↕™⁹

│ ⌐ ⇔√╙─≤⇔≡ ⌐ ≢⅝╢╙─≢⁸⅛≈ ⌐╟∫≡

⅜ ≢⅝╢╙──╖≤⌂╡╕∆⁹ 

╢↑⅔⌐ ה ─ ⌐№√∫≡│⁸ №√╡

╩ ∆╢╙─⌐≈™≡│⁸ ⅛╠ ╩≤╡⁸╟╡ ⌂ ╩

╪≢ↄ∞↕™⁹√∞⇔⁸ ∆╢ ─ ⁸ ╩≤╢↓≤⅜ ⌂

│⁸ ╩ ─ ≤∆╢ ╩ ⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 

  ＊なお、中古品の購入については、金額に関わらず、すべて、２社以上からの相見積が

必須となります。この場合、理由書の提出による随意契約での購入は、補助対象経費

として認められません。 

 

５．補助率等 

（１）小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞事業再開枠に係る補助率等は以下の 

とおりです。 

   

補助率 ●▬♪ꜝ▬fi⌐ ≠ↄ ─ ₈

₉≢ ╘╢╙─⌐ ╢  

補助上限額 ╩ ↄ  

─╖β  

√∞⇔⁸ ◖꜡♫ ─ 

╩ ⅎ⌂™ ≤⇔╕∆⁹ 

 

─ ⅜ ⇔ ╡ ╗ ─ │⁸ 

⅜₈ ╕√│ ×  

─ ₉─ ≤⌂╡╕∆⁹ √∞⇔⁸  

╩ ≤⇔⁸ ◖꜡♫  

─ ╩ ⅎ⌂™ ≤⇔╕∆  

    ※特例事業者に該当する事業者の上乗せ５０万円は、事業再開枠かコロナ特別対応

型分に配分可能です。 

 

 



57 

６．申請手続 

（１）様式６「令和２年度補正予算 小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞事業

再開枠に係る申請書」と、様式７「事業再開枠 取組計画書」、様式８「誓約書」を「

  ₉⌐提出してください。なお、必要

に応じて追加資料の提出および説明を求めることがあります。また、申請書等の返却は

いたしません。 

 

（２）小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞では、希望される方のうち一定の要

件を満たす場合、補助対象経費の一部について審査後、概算払いによる即時支給（交付

決定額の５０％）を受けることができます。 

 概算払いによる即時支給を希望する方は、「小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対

応型＞に係る補助金概算払請求書」を提出する必要があります。 

詳細については、Ｐ. 48 をご確認ください。 

 なお、小規模事業者持続化補助金＜コロナ特別対応型＞で概算払いを希望されている

方は、事業再開枠についても概算払いによる即時支給を行います。事業再開枠に関して

のみ概算払いによる即時支給を受けることはできません。 

 

（３）「日本商工会議所 小規模事業者持続化補助金事務局」への申請書の郵送による提出先 

〒１５１－８７９９ 代々木郵便局留め 

【コロナ型】日本商工会議所 小規模事業者持続化補助金事務局 

ợ │⁸ ╕√│ ⌐╟╡↔ ↄ∞↕™ │ ↑ ↑╕∑╪ ⁹ 

 

７．審査 

（１）審査方法 

    ─ ⁸ ⌐≈™≡⁸ ⌐⅔™≡ ╩ ™╕∆⁹ 

（２）結果の通知 

    ─ ⌐│ ⌐ ⇔≡⁸

◖꜡♫ ─ ╕√│ ─ ≤ ╦∑≡ ⇔╕∆⁹ 

 

８．事業実施期間等 

・第３回受付締切分から第４回受付締切分までの各回の事業再開枠の「事業実施期間」「補助

事業実績報告書提出期限」は次のとおりです。 

 

 第３回受付締切分 

   事業実施期間：交付決定日から実施期限（２０２１年５月３１日（月））まで 

   ※ ⌐ ⇔√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

   補助事業実績報告書提出期限：２０２１年６月１０日（木） 

 第４回受付締切分 

   事業実施期間：交付決定日から実施期限（２０２１年７月３１日（土））まで 

   ※ ⌐ ⇔√ ╩ ∫≡ ≤⇔≡ ╘╕∆⁹ 

   補助事業実績報告書提出期限：２０２１年８月１０日（火） 
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９．補助事業者の義務 

─ ≤⌂∫√ │⁸ ╘╠╣√ ╩ ╠⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ │ 

. 48⁸49╩ ⇔⁸ ⌐№√∫≡│ ⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 
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 ⌐╟╢ ─  

 

       

  

  

  

─

⅛╠  

 

 

   

 

 

─   

 

 

 

 

 

 

  

╩ ╗ ⅜₈

─ ₉≤ ℮ ─

ה

 

                     
                        

─  

( ⅛╣┌  

  
     

 

 ◖꜡♫  

⌐ ╢  

  

 ◖꜡♫ ─

╩ ↑√™─≢⁸ ─ ╩ ⅎ≡ ⇔╕∆⁹ 

 ─ │ ≢№╡⁸⅛≈⁸ │⁸ ─ ╩

↑╢ ≤⇔≡⁸ ⌐ ╘╢₈ ⌐ ∆╢ ₉⌐ →╢ ─™∏

╣⌐╙ ⇔╕∑╪⁹↓─ ⅜ ≢№╡⁸╕√│↓─ ⌐ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ ⅜

╩ ╢↓≤⌐⌂∫≡╙⁸ │ ⇔ ≡╕∑╪⁹ 

 

 

 

₈ה ₉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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事業再開枠 取組計画書 

 

１．感染拡大防止のための取組内容 

事業再開枠で取り組む内容 

＊新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための取組内容について記載してください。 

 

 

 

 

 

２．経費明細表 

 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜・税込） 

    

    

    

（１）補助対象経費合計  

（２）補助金交付申請額（定額） ( b)  

β ⌐│⁸₈ᵞ ₉⅛╠₈ᵤPR ₉╕≢─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ ה ⌐≈™≡│⁸ . 67╩ ─↓≤⁹ 

β ─ │⁸ ╩ ↄ │ 50 ⁸ │ 100 ⁹ │ P44╩ ⁹ 

 

＜上限チェック表＞ 

 

項 目 金 額（単位：円） 判 定 

Ａ：様式２【支出経費の明細

等】(a) の記載金額 

( a)   

Ｂ：( b) の記載金額 ( b)   

Ｃ：( a) ≧( b) になっている

か（はい、いいえのいずれか

にチェック） 

 □はい→補助金申請可能 

□いいえ→補助金申請不可 

＊Ｂは、本様式（経費明細表）の補助金交付申請額 
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⌐╟╢ ─  

 

       

  

  

              ₒβ ─╖╩ ⌐ ₓ 

  

─

⅛╠  

 

 

   

 

 

─   

 

 

 

 

 

 

  

╩ ╗ ⅜₈ ─

₉≤ ℮ ─

ה  

                     
                        

─  

( ⅛╣┌  

  
     

 

 ◖꜡♫  

⌐ ╢  

  

 ◖꜡♫ ─

╩ ↑√™─≢⁸ ─ ╩ ⅎ≡ ⇔╕∆⁹ 

 ─ │ ≢№╡⁸⅛≈⁸ │⁸ ─ ╩

↑╢ ≤⇔≡⁸ ⌐ ╘╢₈ ⌐ ∆╢ ₉⌐ →╢ ─™∏

╣⌐╙ ⇔╕∑╪⁹↓─ ⅜ ≢№╡⁸╕√│↓─ ⌐ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ ⅜

╩ ╢↓≤⌐⌂∫≡╙⁸ │ ⇔ ≡╕∑╪⁹ 

 

 

 

₈ה ₉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】 
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事業再開枠 取組計画書 

 

１．感染拡大防止のための取組内容 

事業再開枠で取り組む内容 

＊新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための取組内容について記載してください。 

 

 

 

 

 

２．経費明細表 

＜個別の経費明細表＞※共同申請の場合は事業者ごとに、作成してください。 

 

【代表事業者名称：      】                    （単位：円） 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜） 

    

    

補助対象経費小計額  

β ⌐│⁸₈ᵞ ₉⅛╠₈ᵤPR ₉╕≢─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 

【参画事業者名称（１者目）：      】                        （単位：円） 

経費区分 内容・必要理由 経費内訳 

（単価×回数） 

補助対象経費 

（税抜） 

    

    

補助対象経費小計額  

β ─ ≢№╣┌⁸ ⁸ ─ ╩ ⇔ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ⌐│⁸₈ᵞ ₉⅛╠₈ᵤPR ₉╕≢─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 

 

 

 

 

 

 



63 

 

＜経費明細総括表＞                          （単位：円） 

事業者名 補助対象経費小計額 補助金交付申請額 

代表事業者名称： 

 

  

参 画 事 業 者 名 称

（１者目）： 

 

  

合 計  ( b)  

β ─ ≢№╣┌⁸ ⁸ ─ ╩ ╛⇔ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ ─ ≤ ∆╢╟℮⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ │⁸ ≤ ≢∆⁹ 

β ⌐ ∆╢ ─ │⁸ ─ ╩ ─℮ⅎ⁸ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

─ ⌐╟╢ ─ × ─  

β ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ⅜ ⇔≡ ╩ ⇔⁸ ─ ╩ ⇔≡ ↑╢↓≤╙ ≢ 

∆⁹↓─ ⁸ ⌐ ∆╢ ╩⁸ ∆╢ ≡─ ─ ≢ ⇔⁸∕─ ⇔╩ ⌐ ⇔≡  

∆╢↓≤⅜ ≤⌂╡╕∆⁹ │⁸ 33  

 

＜上限チェック表＞ 

 

項 目 金 額（単位：円） 判 定 

Ａ：様式２【経費明細表】(a)

の記載金額 

( a)   

Ｂ：( b)の記載金額 ( b)   

Ｃ：( a) ≧( b) になっている

か（はい、いいえのいずれか

にチェック） 

 □はい→補助金申請可能 

□いいえ→補助金申請不可 

＊Ｂは、本様式（経費明細表）の補助金交付申請額 
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│⁸ ◖꜡♫ ─ ⌐ ™⁸ 

ẽ  

  ẽ ─ ⅝ → 

β ∆╢╙─ ≡⌐♅▼♇◒⇔≡ ↕™ 

─ ╩ ™⁸ ╩ ∆╢⌐ √╡⁸ ─ ⌐≈™≡ ⇔╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ╩ ∆╢╒⅛⁸ ─ ⌐ ⇔≡ ⌐ ∆╢↓≤╩ ⇔⁸ ⅜№∫

√ ⌐│⁸ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

◖꜡♫►▬ꜟ☻─ ─ ┘ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

●▬♪ꜝ▬fi╩ ⇔╕∆⁹ 

 

◖꜡♫►▬ꜟ☻ כ♃☻ꜝ◒─ ⅜ ⇔⁸ ─√╘ ⅛╠

─ ⅜№∫√ │⁸ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

     

 

 

  

 

   

 

│  

 

┤╡⅜⌂  
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Ⅳ．参考資料 

【参考１】旅費の支給基準について 

 

⌐ ∆╢ │⁸ ⅜ ╘╢ ╩ ╕ⅎ√ ⌐╟╡ ∆╢↓≤≤⇔

╕∆⁹ 

ה ╙ ⌂ ─ ⅔╟┘ ⌐╟╡ ⇔√ ─ ⌐╟╡ ∆╢⁹ 

ה │ ─ ⌐ ≠ↄ ה ─ ╩ ≤⇔⁸ │ ╘⌂™

╙─≤∆╢⁹o₈ ה ╖₉≢ ╩ ∆╢ ─ │⁸ ─

⌐ ה ╩ ⅎ√ ⅜ ₓ 

─⧵ה ⌐ ∆╢ │ ⌐ ∆╙─≤∆╢⁹ 

 

 

   

 10,900 

ה ─  

9,800 

ה ─  

 

 

⁸↕™√╕ ⁸

⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⁸  

─∆═≡ 

 

 

     

 19,300 16,100 12,900 11,600 

 

▪ⱷꜞ◌ ⁸◌♫♄  

꜡◘fi♀ꜟ☻⁸♬ꜙכꜜכ

◒⁸◘fiⱨꜝfi◦☻◖⁸꞉ ◦

fi♩fi D.C 

ủ   

 

▬◑ꜞ☻⁸ⱨꜝfi☻⁸♪▬

♠⁸▬♃ꜞ▪⁸ ⅛  
☺ꜙⱠכⱩ⁸꜡ fi♪fi⁸Ɽꜞ ủ   

꜡◦▪⁸ⱳכꜝfi♪⁸♅▼

◖⁸Ɫfi●ꜞכ  
⸗☻◒꞉  ủ  

 
▪Ⱪ♄ⱦ⁸☺♇♄⁸◒►▼כ

♩⁸ꜞꜘ♪ 
ủ   

▪☺▪ 

▪☺▪ ▬fi♪◦♫

◦fi●ⱳ⁸▬♃⁸ꜟכⱵꜗfi

ⱴ⁸כⱴ꜠כ◦▪╩ ╗ ⁸▬

fi♪Ⱡ◦▪⁸ⱨ▫ꜞⱧfi ⁸

⁸  

◦fi●ⱳכꜟ  ủ  

▪☺▪ ▬fi♪ ⁸▪☺

▪ ⁸  

 
  ủ 

    ủ 

ꜝכ☺כꜙ♬⁸▪ꜞꜝ♩☻כ○   ủ  
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fi♪⁸ⱳꜞⱠ◦▪⁸Ⱶ◒꜡Ⱡ◦▪⁸ⱷꜝ

Ⱡ◦▪  

▪ⱨꜞ◌ ▪ⱦ☺ꜗfi   ủ 

    ủ 

 

【参考２】謝金の支出基準について 

 

⌐≈™≡ ⌐╟╢ ╘⅜⌂™ ⁸ ⌐ ╘╢ │ ה

─ ⌐╟╡ ∆╢↓≤≤⇔╕∆⁹o₈ ה ╖₉≢

╩ ∆╢ ─ │⁸ ─ ⌐ ה ╩ ⅎ√ ⅜ ₓ 

 

  

 

 

(  ה

 

─ )  

─  
─ ⌐№╢

─  
  

ᵑ 11,300  

17  

ה ה

 
ה  ᵒ 9,700  

ᵓ 8,700  

ᵔ 7,900    

ᵕ 7,000 2 

12  

  

ᵖ 6,100    

ᵗ 5,100  

12  

  

ᵘ 4,600 ה ה    

ᵙ 3,600  12  1 1 

ᵚ 2,600 2 8  2 2 

ᵛ 1,600 3 4  3 3 
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【参考３】消費税等仕入控除税額について 

  

⁸ │ ╩ ╗⁹ ─ ≤⌂╢ ≢│⌂ↄ⁸

≤⌂╢√╘⁸ ⌐ ╩ ╗ ⅜ ↕╣√ ⁸ ≤⇔≡ ↑√

╙ ─ →⌐≤╙⌂℮ ⅛╡ ─ ⌐│⌂╡╕∑╪⁹ 

 ⌐ ╢ ╣⌐≤╙⌂™⁸ ⅜ ∆╢↓≤≤⌂╢√╘⁸↓─ ≤

⅜ ⌐⌂╠⌂™╟℮⁸ ≤⇔≡ ╘ ⅛╠ ╩ ⇔≡⅔ↄ↓≤≤⇔

╕∆⁹ 

 √∞⇔⁸ ⌐ →╢ ⌐№∫≡│⁸ ─ ⌐ ╩⅝√∆ ╣⅜№╢√╘⁸

╩ ⌐ ╘≡ ╩ ≢⅝╢╙─≤⇔╕∆⁹ 

ᵑ ⌐⅔↑╢ ≤⌂╠⌂™  

ᵒ ≢№╢  

ᵓ ≢№╢  

 

・（様式２）経営計画書（＜支出経費の明細等＞）右上の「税抜・税込」の選択区分 

・（様式４）小規模事業者持続化補助金交付申請書（６．消費税の適用に関する事項） 

に記載の区分には、以下を確認のうえ、いずれかに必ず○を付けてください。 

事業者の区分 課税事業者 免税・簡易課税事業者 

補助対象経費の記載 「税抜」に○ 「税込」に○が可能 

β ⌐╟╢ ─ ⌐│⁸ ∆╢ ⌐ ה ⅜™╢ ≢

╙⁸ ⌐≡ ™√∞ↄ╟℮⅔ ™™√⇔╕∆⁹ 

 

【参考４】中小企業の会計に関する基本要領等について 

  

─ ⌐ ∆╢ │⁸ ─ ⌂ ⌐ ⇔⁸∕─

⌐ ∆╢√╘⁸ ⅜ ─ ╩ ∆╢ ⌐⁸ ∆╢√╘─

╛ ╩ ⇔√╙─≢∆⁹ 

 ╕√⁸ ─ ⌐ ∆╢ │⁸ ⅜ ⌐ ∫≡™╢

⅜ ╢↓≤⅜ ≤↕╣≡™╢╟℮⌐⁸ ─ ╩ ∫√ ╩ ⇔√╙─≢∆⁹ 

 β ⌐≈™≡│⁸ ⱱכⱶⱭכ☺╩ ↄ∞↕™⁹ 

  http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/index.htm   

 

【参考５】地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ：リーサス）について 

  

◦☻♥ⱶ ☻◘כꜞ │⁸ ─ ₁⌂ ╩ ⅛╠

∆╢√╘⌐⁸ ≤ ≥↔⇔ה≥└ה∟╕ ⅜ ⇔≡™╕∆⁹  

─ ╛⁸ ─ ⌐ ╩ ≈ ₁⌂ ─ ⌐╟∫≡⁸ ⌂ ─ ה

ה ─√╘⌂≥⌐ ↄ ↕╣≡™╕∆⁹ ─ ⌂≥⌐⁸ ↔ ↄ∞↕™⁹ 

 β ⌐≈™≡│⁸ ─ ⱱכⱶⱭכ☺╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

  https://resas.go.jp/  

 

 

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/index.htm
https://resas.go.jp/


68 

【参考６】収益納付について 

₈ ⌐ ╢ ─ ─ ⌐ ∆╢ ₉ ─ ⌐╟╡⁸ ─

╩ ↑≡ ℮ ─ ⌐╟╡ ⅛╠ ╩ ™√ ⅜ ∂√ ⌐│⁸

╩ ≤⇔≡ ─ ╕√│ ⌐ ∆╢ ╩ ┼ ⇔≡™√∞ↄ ⅜№╡

╕∆ ↓╣╩₈ ₉≤ ™╕∆ ⁹ 

⌐≈™≡│⁸ ╕≢⌐ ∂√ ⌐≈™≡⁸ ⌐⁸ ∆

═⅝ ⅛╠ ╩ ⇔≡ ∆╢ ™≤⌂╡╕∆⁹ 

⌂⅔⁸↓↓≢ ℮₈ ⌐╟╡ ∂√ ₉│⁸ ╩☻כ◔⌂℮╟─ ⇔≡™╕∆⁹ 

⌐╟╡ ⅜ ∂╢ Ҝ ∆═⅝ ⅛╠ ∆╢ ─☻כ◔  

╩ ∫≡ ⇔√ ≢ ⇔√ ─ ─☻ⱦכ◘ה ⌐╟╢

⅜ ─  

╩ ∫≡ ⇔√ ─Ⱡ♇♩◦ꜛ♇ⱪ ™ ◌◗⁸ ─ ─ ≢

─ ╛⁸ ─ ∆╢▬fi♃כⱠ♇♩◦ꜛ♇Ⱨfi◓⸗כꜟ≢─ ⌐╟╢

⅜ ─  

╩ ∫≡ ╕√│ ∆╢ ≢─ ⌐╟╢ ⅜

─  

╩ ∫≡ ⇔√ ─ ⌐╟╢ ⅜ ─  

─√╘─ ☿Ⱶ♫כ╩ ≢ ∆╢ ⌐⁸ ⅛╠ ∆╢

⅜ ─  

⌂℮╟─☻כ◔╢№⌐ ╩ ℮ │⁸₈

₉⌐№╢₈ ⌐ ⇔≡ ∏╢ ⌐ ∆╢ ₉│₈№╡₉≤ ─℮ⅎ⁸

⌐ ∆╢ ≤⇔≡₈ ⅛╠ ∆╢ ₉⁸₈ ≢─ ⌐╟╢ ₉

≤ ⌐↔ ↄ∞↕™⁹ 

⌂⅔⁸₈ ─ ─☻ⱦכ◘╛ ⌐ ╦╡╩╙√⌂™ ─ ₉⁸₈♅ꜝ◦─ ╛

₉⁸₈ⱱכⱶⱭכ☺─ ה Ⱡ♇♩◦ꜛ♇ⱪ ╩ ↄ ₉⁸₈ ─ ₉⁸₈ ₉⌂

≥│⁸ ≤─ ⅜ ∏⇔╙ ≢⌂™√╘⁸↓↓≢™℮₈ ⌐╟╡ ∂√ ₉

⌐│ ⇔⌂™≤ ⅎ╕∆⁹╕√⁸₈ ₉─ │⁸ ╕√│ ┼─ ╩ ≤

⇔√ ─√╘⁸₈ ⌐╟╡ ∂√ ₉⌐│ ⇔╕∑╪⁹ 
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Ⅴ．応募時提出資料 

↔ ≢─ ─√╘⁸ ≢⅝√ ─ẽ⌐ἧ ♅▼♇◒ ╩ ↑╕⇔╞℮⁹  

 提出物 必要部数 備考 

応募者全

員【単独

申請の場

合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□①小規模事業者持続化 

補助金事業に係る申 

請書（様式１）【必須】 

原本１部 

 

 

□②経営計画書（様式２）

【必須】 

原本１部 

 

 

□③支援機関確認書 

  （様式３）【任意】 

提出の場合

は原本１部 

ẽ │ ≢ ≢│№╡╕∑

╪⁹ 

ẽ ⌐ ⅜ ⇔╕

∆⁹ ⌐│ ─ ⅜⅛⅛╡

╕∆⁹ 

□④補助金交付申請書 

（様式４）【必須】 

原本１部 

 

ợ ─ ⁸ ≤⌂∫√ ─

─╖ ⇔╕∆⁹ 

□⑤電子媒体（CD- R・USBメ 

モリ等）【必須】 

 

β ⌐ ╩

⇔√ ♃כ♦─

╩ ≡ ╣╢↓≤ 

 

ᵑ  

ᵒ  

ᵓ  

 

ₒ ╩ ∆╢ ─╖  x

ᵔ ⌐ ╢

 

ᵕ  

  

ᵖ  

１つ ợ │♃כ♦ ─╙─≢

™╕∑╪⁹ 

ợ ⁸│♃כ♦ ↔≤⌐ⱨ□▬

ꜟ╩ ↑≡⁸ ⅎ┌⁸ 

 ᵑ  

 ᵒ  

 ᵓ   

 ᵔ  

 ᵕ  

 ᵖ  

─╟℮⌐⁸∕╣∙╣ ╩ ↑≡

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ⌐ כ♦√™∞√™

♃╩╙≤⌐⁸ ╩ ™╕∆

─ ⅜⌂™ │⁸

⅜≢⅝╕∑╪ ⁹ 

応募者全

員【共同

申請の場

合】 

 

 

 

 

 

□①小規模事業者持続化 

補助金事業に係る申 

請書（様式１－２）お 

よび別紙「複数事業者 

による共同申請／共 

同申請者一覧」【必須】 

原本１部 

 

 

□②経営計画書 

（様式２）【必須】 

原本１部 

 

ợ ─ ⌐│⁸₈

₉╙ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 
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□③支援機関確認書 

  （様式３）【任意】 

提出の場合

は原本１部 

ẽ │ ≢ ≢│№╡╕∑

╪⁹ 

ẽ ⌐ ⅜ ⇔╕

∆⁹ ⌐│ ─ ⅜⅛⅛╡

╕∆⁹ 

□④補助金交付申請書 

（様式４）【必須】 

原本１部 

 

ợ ─ ⁸ ≤⌂∫√ ─

─╖ ⇔╕∆⁹ 

□⑤電子媒体（CD- R・USBメ

モリ等）【必須】 

 

β ⌐ ╩

⇔√ ♃כ♦─

╩ ╣╢↓≤ 

ₒ ₓ 

ᵑ ⅔ 

╟┘ ₈  

⌐╟╢  

₉ 

ᵒ  

 

ᵓ  

 

ₒ ╩ ∆╢ ─╖  x

ᵔ ⌐ ╢

 

ᵕ  

  

ᵖ  

 １つ ợ │♃כ♦ ─╙─≢

™╕∑╪⁹ 

ợ ⁸│♃כ♦ ↔≤⌐ⱨ□▬

ꜟ╩ ↑≡⁸ ⅎ┌⁸ 

 ᵑ ⅔╟┘  

 ᵒ ủủ ─

⁸  

─

─╖  

ᵓ  

 ᵔ  

ᵕ  

ᵖ  

─╟℮⌐⁸∕╣∙╣ ╩ ↑≡

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ⌐ כ♦√™∞√™

♃╩╙≤⌐⁸ ╩ ™╕∆

─ ⅜⌂™ │⁸

⅜≢⅝╕∑╪ ⁹ 

法人の場

合 

□⑥貸借対照表および損

益計算書（直近１期

分）【必須】 

写し１部 ợ ⅜⌂™ │⁸  

─№╢  

⅔╟┘ ─  

╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ╩ ╙ ⅎ≡™⌂™  

│ ≢∆⁹ 

個人事業

主の場合 

□⑥直近の確定申告書 

 【第一表、第二表、収支

内訳書（１・２面）また

は所得税青色申告決算

書（１～４面）】（税務

署受付印のあるもの） 

または開業届（税務署 

受付印のあるもの） 

写し１部 ợ ╩ ╙ ⅎ≡™⌂™  

─╖⁸ ─ ≢ ⇔≡ 

™╢↓≤⅜╦⅛╢ ╩  

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ⇔≡⅛╠ ╩  

ⅎ≡™╢ ⌐│⁸ ⌐  

╦╠∏ ╩ ⇔≡ↄ 
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【必須】 

 

β ⅜⌂™

│ ⅔╟┘

╩ ⇔  

 

 

∞↕™⁹ 

ợ ╩ ⇔√ ≢ 

⌐ ⅜⌂™ ⌐│⁸  

⅜ ∆╢⁸ 

₈ ∕─  

─ ₉ ◖Ⱨכ ╩  

≢ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ╩⇔√ │⁸₈ⱷכꜟ  

₉╩ ⇔√╙─╩ 

─ ≤⇔≡ ⇔≡ↄ

∞↕™ 

特定非営

利活動法

人の場合 

□⑥貸借対照表および活

動計算書（直近１期

分）【必須】 

□⑦現在事項全部証明書

または履歴事項全部

証明書【必須】 

□⑧法人税確定申告書（表 

紙（受付印のある用

紙）および別表４（所

得の簡易計算））（直近

１期分）【必須】 

⑥⑧は写し

１部 

 

⑦は原本１

部 

ợ ╩ ╙ ⅎ≡™⌂™   

─╖⁸ᵖᵘ⌐ ⅎ≡⁸₈  

₉─ ⇔╩  

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ⇔≡⅛╠ ╩

ⅎ≡™╢ ⌐│⁸

╡ ╩ ⇔≡

ↄ∞↕™⁹ 

ợ ╩ ⇔√ ≢

⌐ ⅜⌂™ ⌐│⁸

⅜ ∆╢⁸ 

₈ ∕─  

─ ₉ ◖Ⱨכ ╩ 

≢ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ╩⇔√ │⁸₈ⱷכꜟ

₉╩ ⇔√╙─╩

─ ≤⇔≡ ⇔≡ↄ

∞↕™ 

ợ₈ᵗ ╕√│

₉│⁸ ─

⅛╠ ⅛ ─ ─

╙─ ⅜ ≢∆⁹ 

概算払い

よる即時

支給を利

用する事

業者の場

合 

□概算払請求書（様式５） 

 

 

＜２０％以上売上減少＞ 

□市区町村が発行した売 

上減少証明書【必須】 

□「売上減少証明書の交付 

が遅れているため、おっ 

て追加提出する」旨の文 

原本１部 

 

 

 

原本１部 

 

原本１部 

ợ ™⌐╟╢ ╩  

∆╢ │⁸ ─◖Ⱨכ≤≤╙⌐ 

∏ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ☿כⱨ♥▫Ⱡ♇♩ ⌐  

⇔≡ ⅛╠ ─  

╩ ↑≡™╢ │⁸  

◖Ⱨכ ≢ ≢∆⁹ 

ợ ╕≢⌐ ⌂ ╩╙∫≡⁸ 

⅔ ╘⌐ ה ⌐ 
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書【必要な方のみ】 ↔ ↄ∞↕™⁹ 

ợ ⅛╠─ ─ ⅜

╕≢⌐ ⌐ ╦⌂™

⁸ ─ ╩ ⌐

⇔⁸∕─ ⁸₈ ─

⅜ ╣≡™╢√╘⁸⅔∫≡

∆╢₉ ─ ⌂⇔

╩ ∆╣┌⁸ ⅛╠

─ ₒ ₓ─ ╩

⌐ ╘╕∆⁹ 

事業再開

枠を利用

する事業

者の場合 

□小規模事業者持続化補助

金＜コロナ特別対応型＞事

業再開枠に係る申請書 

（様式６－１、または 

６－２）【必須】 

□事業再開枠 取組計画書 

（様式７－１、または 

７－２）【必須】 

原本１部 

 

 

 

 

原本１部 

 

 

ợ ─ │⁸ ≤

╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ─ │⁸ ≤

╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

事業再開

枠、特例

事業者の

上限引き

上げを希

望する事

業者の場

合 

□誓約書（様式８）【必須】 原本１部 ⁸ ─ ⅝

→ ╕√│™∏╣⅛╩ ∆

╢ ⁹ 

採択審査

時に、新

たな販路

開拓等の

取り組み

の一環と

して、新

たに事務

所賃料が

発生し、

その経費

の審査を

希望する

事業者の

場合 

□補助対象となる事務所 

賃料の「金額」と事務所 

の「床面積」が確認でき 

る書類の写し【必須】 

□（補助対象とならない部 

分が総床面積に含まれ 

ている場合）補助対象と 

なる部分を説明した文 

書【任意書式、該当する 

方のみ】 

 

写し１部 

 

 

 

原本１部 

ợ₈ ⅜ ≤⌂ 

╢⅛ ⅛₉╩ ≢⅝╢ ╩  

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ợ ∆╢ ─  

ₒ ⅜ ≢⅝╢ ₓ 

ה ⁸ ⌂≥ 

⅜ ↕╣≡™╢  

⌂≥ 

ₒ ⅜ ≢⅝╢ ₓ 

ה  ─ ⇔  

ה  ─ ⇔ ⌂≥ 

ợ ⌐⌂╢ ≤  

≤⌂╢ ⅜ ⌐  

⇔≡™╢ │⁸ ≤⌂╢ 

╩ ⇔√ ╩ 

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 
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共同申請

のうち、

代表事業

者が一括

して経費

支出し補

助金交付

を受けよ

うとする

場合 

□連携する全ての小規模 

事業者の連名で制定し 

た共同実施に関する規 

約【必須】 

写し１部 ợ ≢│⌂ↄ⁸ ₁─ 

⅜⁸ ⌐⇔√⅜ 

∫≡ ╩ ™⁸  

⌐∕╣∙╣ ─ ╩

╩ ↑≡ ╩ ↑ ╢

⁸│≢☻כ◔─ │ ≢∆⁹ 

ợ ⌐│⁸ ⁸ᵑ  ה

⁸ᵒ ─ ⁸ᵓ 

─ ⁸ᵔ ∆╢ 

─ ⁸─ ╩ ╡  

╪≢ↄ∞↕™⁹ 

※用紙サイズはＡ４で統一し、左上１か所でクリップ止め（ホチキス止めは不可）してください。 

※提出書類等の作成・送付に係る費用は補助対象外であり、応募者の方にご負担いただきます。申請書

類等の返却はしません。 

※必須提出書類の提出がない場合は失格とします。 

 

――オンラインによる登記書類請求のご案内―― 

登記事項証明書は，法務局（登記所）窓口で取得できる他、インターネットを利用してオンラインで交付請求し、郵送での受け

取りをすることができます。 

オンライン請求をする場合の手続等については http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/000153605.html を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/000153605.html
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Ⅵ．事業のスキーム 
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